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（１）発生土置き場の候補地の選定経緯 

・静岡県内の発生土置き場の選定経緯について整理すると、別紙１のとおりです。 

・静岡県内の発生土置き場候補地については、工事に伴う影響の回避又は低減が図

れるよう、過去に伐採され電力会社が使用した工事ヤード跡地や人工林等をでき

る限り選定するとともに、工事用車両の運行による影響を低減するため非常口か

らできる限りアクセスしやすい箇所を選定すべく、地権者から候補地に係る情報

を頂きました。そのうえで、文献調査や現地調査により、地形や地質の確認、重

要種や群落の状況確認、自然公園の指定状況の確認等を進め、当社は平成２６年

８月に公告を行った環境影響評価書等において、お示ししました（別紙１：ステ

ップ１）。これらの箇所は、南アルプスエコパークにおいて、居住や持続可能な資

源管理活動が促進、展開される「移行地域」に含まれています。 

・なお、環境影響評価準備書の知事意見において、扇沢源頭部の発生土置き場の安

全性に関するご意見を頂き、扇沢源頭部の発生土置き場を回避することで環境へ

の影響の回避又は低減（植物重要種の生育地回避、改変区域の縮小など）を図れ

ることから、図 １のとおり扇沢源頭部の発生土置き場を回避し、燕沢付近を中心

とする発生土置き場計画として、平成２９年１月に導水路トンネルに関する事後

調査報告書に記載して公表しました（別紙１：ステップ２）。 

・さらに、同準備書の知事意見において、燕沢付近の発生土置き場について土石流

の流入に伴うご意見を示されていたことから、事後調査報告書に土石流シミュレ

ーションの結果をお示ししました。 

図 １ 発生土置き場計画の変更 
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・事後調査報告書の内容については、環境影響評価審査会等での議論も踏まえ、平成

２９年４月に、表 １のとおり計画・管理面でのご意見を静岡県知事から頂きまし

た。 

 

表 １ 事後調査報告書に関する静岡県知事意見（発生土置き場関連） 

 

・発生土置き場の管理計画については、具体的になった段階でこれまで実施した環境影

響評価の内容と照査し、必要な項目を選定した上で必要な調査を実施すること。併せ

て、計画の内容について関係者（県、静岡市）と協議すること。 

 

・発生土置き場の管理計画については、発生土置き場の具体的な緑化方法や恒久的な安

定を確保するための対応を盛り込むこと。 

 

・発生土置き場の管理計画の策定にあたっては、台風等による増水時であっても、発生

土の河川への流入が起こらないよう、発生土置き場から河川まで適切な距離を確保す

ることをはじめ、自然環境、河川環境への影響に十分配慮すること。 

 

・工事により、発生土置き場の排水路等の流末箇所から自然由来の重金属等の存在が確

認された場合の処理計画について、県及び静岡市と協議し、工事着手前までに定める

こと。また、発生土置き場の排水路等の流末箇所の監視を実施するとともに、自然由

来の重金属等含有土が確認された場合は、速やかに県及び静岡市に報告し、計画に基

づき措置を講じること。 
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・その後、地元から剃石地区の造成に対する協力の要望があり、平成３０年６月に

当社と静岡市との間で締結した基本合意書で造成に協力することを合意し、発生

土の置き場として計画を進めてきました。 

・一方、胡桃沢付近に計画をしていた中ノ宿１発生土置き場は、平成３０年３月「中

央新幹線建設事業に係る建設発生土置き場の管理等に関する静岡市の基本的な

考え方について」において、静岡市から、「現在、発生土置き場候補地としている

胡桃沢については、貴重な植生が残っているため、候補地から除外することを検

討されたい」とのご意見をいただいており、当社としても自然環境の保全を検討

し、計画から外しました（別紙１：ステップ２）。 

・要対策土（自然由来の重金属等が基準値を超過する発生土）の発生土置き場とし

て、発生土置き場の直近下流部で井戸水等の利水状況がないこと、河川からの高

さが十分あり（約２０ｍ）、増水による影響が極めて小さく、かつ排水管理が十分

実施できることを念頭に、藤島発生土置き場において、検討を進めることとしま

した（別紙１：ステップ３）。 

 

・以上、選定した候補地において、設計の深度化を目的としたボーリング調査を実

施しました。なお、一部、軟弱層等が確認された箇所はありますが、工学的な対

策にて対応可能であると考えています（別紙１：ステップ４）。 

・現在、計画した各発生土置き場の候補地について地質調査や航空写真に基づく地

形判読を実施するとともに、概略の盛土形状の検討等を行って、活用する土量の

推定などを行ってきました（別紙１：ステップ５）。また、燕沢付近の発生土置き

場候補地における環境への影響予測と評価を実施するなど（別紙１：ステップ６）、

発生土置き場に関する検討を進めています。 
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（２）発生土置き場の計画 

・静岡工区全体で約３７０万ｍ３の発生土量を想定しております。これらを大井川

上流域で図 ２に示す複数の発生土置き場候補地に盛土することを計画していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２ 発生土置き場候補地の位置図 
 

・トンネル掘削により発生する土（以下、トンネル掘削土）は、土壌汚染対策法の対

象外ですが、「建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュ

アル（2023 年版）」等の内容を踏まえ、発生土に含まれる重金属等（カドミウム、

六価クロム、水銀、セレン、鉛、砒素、ふっ素、ほう素）及び酸性水の可能性につ

いて、１回／日1を基本に短期溶出試験、酸性化可能性試験を実施します。 

・短期溶出試験の結果、土壌汚染対策法で定める土壌溶出量基準（以下、基準値）を

超える自然由来重金属等を含んでいる発生土を自然由来重金属等含有土と評価        

                                                   
1 １日１回を基本とするが、先行して掘削する先進坑部の調査結果が基準値未満であった項目は、本線トンネル部

の当該岩相における調査頻度を発生土 5,000m3 に対し１回を下回らない頻度とする。  
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します。 

・酸性土とは、黄鉄鉱など、硫化鉱物が含まれているもので、空気と水に触れるこ

とで長期にわたり酸性水を発生させるものを指します。酸性化可能性試験により、

長期的な酸性化の可能性があると判明した発生土、又は、短期溶出試験の検液の

pH 試験により、基準不適合の酸性を示す発生土を酸性土と評価します。 

・検査の結果、基準を満たす土を通常土として、基準を満たさない土を要対策土と

して区分し、それぞれ計画する発生土置き場候補地へ運搬し、盛土を行います。

要対策土の発生土置き場として、藤島発生土置き場を計画しています。 

 

・国土交通省及び環境省では建設副産物リサイクルの促進のため各種政策を実施し、

建設汚泥については平成１１年に「建設汚泥再生利用技術基準（案）」（環境省）

や「建設汚泥リサイクル指針」が策定され、再生利用の促進が取り組まれていま

す。また、平成１８年には、「建設汚泥の再生利用に関するガイドライン」（以下、

ガイドライン）等が策定・通知されています。 

・静岡工区ではトンネル湧水に含まれる細粒分（建設汚泥）を凝集し、安定処理さ

せた土（以下、改良土）を剃石発生土置き場候補地へ運搬し、盛土することで、

ガイドラインに基づき建設汚泥をできる限り再利用する計画とします。建設汚泥

及び改良土の取扱いについては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下、

廃掃法）を所管する静岡市と協議を進め、また、剃石地区の利活用方針について

は随時地権者の皆様と情報共有を図っています。 

 

・発生土置き場の候補地のうち、工事着手当初はツバクロ発生土置き場と藤島発生

土置き場を優先して整備する考えです。その後、その他の発生土置き場（剃石、

イタドリ、中ノ宿２、中ノ宿３）についても、後ほどお示ししますとおり計画を

策定しており、随時、「宅地造成及び特定盛土等規制法」（以下、「盛土規制法」）

等の手続きを経て施工する考えです。 

・なお、トンネル掘削土を複数の発生土置き場に分散して配置することで、結果的

にツバクロ発生土置き場への土砂搬入量を抑制し、盛土高さを可能な限り低減す

る（例えば、１段５ｍを基本としている盛土の段数を減らす、等）ことを考えて

います。 

 

・その他の発生土置き場については、ボーリングによる地質調査や周辺地形の確認
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などを実施しており、その結果については、後ほどお示しします。今後、各発生

土置き場の詳細な計画を策定した段階で「盛土規制法」の許可権者である静岡市

と調整し、手続き等を進めてまいります。また、各置場の計画は設計や施工計画

の深度化に合わせて適宜見直しを行い、環境への影響の低減や安全性の確保に継

続して取り組んでまいります。 

 

・工事期間終了後の最終的な土地の活用については、林道との接続の確保や管理用

道路の設置を行う等、将来的な活用がより有効なものとなるよう地権者など関係

者と今後協議を進め、事後調査報告書に記載のとおり、建設発生土の有効活用率

の目標値 80％を達成できるよう取り組んでいます。なお、事後調査報告書におい

て建設発生土の有効活用率とは、建設発生土発生量の内、現場内利用及び、これ

までの工事間利用等に適正に盛土された採石場跡地復旧や、農地受入等を加えた

有効利用量を建設発生土発生量で除したものと定義しています。令和５年３月に

静岡県が策定した「建設発生土の処理に関する基本方針」で定める建設発生土の

有効活用率の目標値も勘案し、現時点では新たな環境保全対策が必要となるよう

な土地の利用については計画しておりませんが、今後協議の結果を静岡県にご報

告し、必要となる場合には活用案に応じた環境保全対策を追加で検討してまいり

ます。 

 

・本工事で盛土を行ったすべての発生土置き場は、将来に亘ってＪＲ東海が責任を

もって管理していきます。 

 

・各発生土置き場候補地における課題と検討状況を一覧に整理すると別紙２のとお

りとなります。次節以降、その内容について説明します。 

 

 ・次節以降、各発生土置き場の立地、設計、モニタリング等について検討を進めた

内容について説明いたします。その内容を一覧に整理すると別紙３のとおりとな

ります。  
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（３）ツバクロ発生土置き場 

・ツバクロ発生土置き場（燕沢より上流側）では、「大規模な地震時における安全性の

検討」と「より多くの降水を考慮した排水設備の検討」を深めてきました。また、

工事中や工事完了後の対応について、取り組み内容を具体的に検討しましたので、

以下に示します。 

 １） 立地計画 

・発生土置き場は、土砂崩壊などが起きないよう地質調査に基づき安定した地盤の

上に発生土を置く計画としています。併せて、盛土の開始位置を河川境界から１

０ｍ程山側に引き下げることで、大井川の氾濫時にも盛土が流出しない位置とし

て計画しています。 

・近傍に燕沢がありますが、上部には治山ダムが設けられて山崩れの広がりは抑え

られているため、燕沢を避けた位置に発生土置き場を計画することで、沢上部か

らの土砂流出による影響を回避しています。 

・なお、令和元年台風第１９号により、燕沢上部から流出した土砂が燕沢と大井川

が合流する箇所周辺に流出したことが確認されていますが、発生土置き場設置範

囲（燕沢より上流側）への流入は図 ３に示すとおり、ほとんど発生していないこ

とを確認しています。 

・発生土置き場の河畔部には、重要種のオオイチモンジの食草であるドロノキ群落

が存在していたため、この群落を回避する形で発生土置き場を計画しています。 

・なお、現在ツバクロ発生土置き場周辺の一部は、南アルプスの土地の管理や通行

等に使用されています。 
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図 ３ 燕沢の土砂堆積範囲と発生土置き場設置計画範囲 

 ２） 置き場周辺の地形地質の検討 

 ア．地形判読図等の作成 

・ツバクロ発生土置き場の後背地について、不安定な地形部や深層崩壊2の懸念があ

る箇所がないか、確認を行いました。 

・確認の方法は、まず航空レーザ測量の地形データから斜面の傾斜量図や地形標高

データを地形表現させることができる地形表現図（エルザマップ）を作成するこ

とで、後背地の地形をより詳細に表現しました。（図 ４） 

・エルザマップでは、傾斜量図3に高度彩色図4を半透明にして重ね合わせることで、

どこが山でどこが谷かといった地形全体のイメージを失わずに、傾斜量の変化に

よる地形の判読を可能にし、結果、火山や段丘、断層などの地形の判読を補助す

ることができます。 

・作成したエルザマップ（図 ４）を活用し、崩壊地やガリー（降雨時に出現する水

が流れる形跡）、崩土堆積箇所等について、より詳細な地形判読図を作成し、確認

を行いました。（図 ５） 

                                                   
2 深層崩壊：山崩れ・崖崩れなどの斜面崩壊のうち、すべり面が表層崩壊よりも深部で発生し、表土層だけでな

く、深層の地盤までもが崩壊土塊となる比較的規模の大きな崩壊現象。発生要因としては、降雨、融

雪、地震などが挙げられる。 
3 傾斜量図：地面傾斜に対して、高傾斜部を黒色、低傾斜部を白色として、グレースケールで彩色した地図。 
4 高度彩色図：標高を高度部は暖色、低度部は寒色で示した地図。 
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図 ４ エルザマップ（ツバクロ発生土置き場付近） 

図 ５ 地形判読図（ツバクロ発生土置き場付近） 
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図 ６ 地形判読凡例 
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図 ７ 地形判読図（ツバクロ発生土置き場付近拡大） 
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 イ．ツバクロ発生土置き場に係る地形地質の評価 

・ツバクロ発生土置き場付近を拡大した地形判読図を図 ７に示します。 

・発生土置き場計画地（燕沢より上流側）の南北に大きな２本の沢（車屋
くるまや

沢
さわ

及び燕

沢）があり、渓流沿いで土石の生産がみられますが、堰堤が構築されていること

や、発生土置き場との位置関係等を考慮すると、発生土置き場への影響は小さい

と考えられます。 

・発生土置き場計画地背後は、複数の谷型斜面が分布する複合斜面が確認されます。

３箇所ほど斜面部で崩壊跡地状の地形（図 ７ ①～③）が見られ、その土砂が末

端部へ流れ沖 積
ちゅうせき

錐
すい

5を形成しています。しかし、これら沖積錐では多くの植生が

繁茂し、森林が形成されています。（写真 １） 

 

 

写真 １ 沖積錐の植生状況 

 

・これらは、少なくとも沖積錐が形成され、発生土置き場の基盤となる段丘面が出

来上がった以降、土砂が流出している形跡は見られず、新たに土砂流出を受けた

可能性は低いとみられ、比較的安定した斜面であると考えられます。 

・また、いずれの谷型斜面も一部ガリーが認められますが、降雨後に現地で確認し

たところ、表流水は確認されませんでした。 

                                                   
5  沖積錐：渓流の出口付近などで扇状に分布する堆積面。 
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・一方で、発生土置き場計画地の南端部には、東から西へ約１ｋｍに渡る直線的な

渓床面（図７ ④）が確認されました。降雨後に現地で確認したところ、表流水は

確認されませんでしたが、未固結の土砂が広く分布していることや、斜面上部か

ら下部にかけてガリーが連続して認められることから、豪雨時には雨水が流下す

る可能性が考えられます。また、崩壊跡地状の地形のうちの一つ（図７①）は、

背後の渓流面が東西方向に１ｋｍ近くの延長に及んでいます。そのため、背後斜

面の谷の部分に排水溝の始点を配置するなど、谷部の背後斜面からの流水も考慮

した排水設計を計画いたしました。詳細は、 ５） 排水設備に記載します。 

 

・また基盤の地質について、地質調査の結果（別冊）から、ツバクロの現況地盤は、

上位から崖錐・沖積錐堆積物、河床堆積物（玉石砂礫層）、岩盤（粘板岩）で構成

されています。 

・主となる玉石砂礫層は、玉石等の巨礫を主体とした地質で構成され、標準貫入試

験によるＮ値は大半が５０以上で局所的に３０程度を示す部分もあります。その

下は岩盤（粘板岩）で構成され、堅硬な地盤となっています。 

・玉石砂礫層ではＮ値１００以上の結果が多く、玉石等の巨礫に当たっていると推

察されます。そのため、安全側を見て玉石等の巨礫の間を埋める土質のＮ値を整

理したところ、平均してＮ値２０～４０であり、基礎地盤として十分な強度があ

ることが分かりました。 
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 ウ．深層崩壊等のリスクに関する検討 

 ① 土砂流出シミュレーションによる検討 

A) 検討の背景 

・環境影響評価準備書に対するツバクロ発生土置き場に関する静岡県知事意見（平

成２６年３月）において、以下のご意見を受領いたしました。 

・燕沢平坦地については、千枚崩れの崩壊砂礫が大井川に流れ込み、その一部が周

辺の広い河床面に広がり形成されたものと考えられる。また、同地はこれまで土

石流の受け皿として、土石流を拡散・減速させ、下流側の狭窄部への土砂の流出

を抑える役割を果たしてきたと考えられる。 

・本事業において、同地に大量の建設発生土を置き、流出防止のために擁壁を築く

とすれば、自然環境と景観に影響を及ぼすこととなり、さらには、土石流が発生

した場合、直線的な人工的通路を通って一気に狭窄部に流入することにより、以

前にも増して下流側への環境影響の拡大が懸念される。 

・ご意見を踏まえ、上千枚沢の深層崩壊に起因する土石流による数値シミュレーシ

ョンを実施し、ツバクロ発生土置き場の有無による下流側への影響の比較結果

を平成２８年３月の「静岡県中央新幹線環境保全連絡会議」にお示しし、その内

容について地質構造・水資源専門部会において対話を進めてまいりました。 

 

B) 上千枚沢からの土砂流出シミュレーション 

・上千枚沢の深層崩壊に起因する土石流が発生した場合の、ツバクロ発生土置き場

の設置の有無による下流側（椹
さわら

島
じま

ロッヂ付近）での影響の違いを把握するために、

数値シミュレーションを実施しました。なお、シミュレーションにあたっては、

「（一財）砂防・地すべり技術センター」からの技術指導を受けて実施しました。

ツバクロ発生土置き場と崩壊地（千枚崩れ）との位置関係は、図 ８のとおりです。 
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図 ８ ツバクロ発生土置き場と崩壊地（千枚崩れ）との位置関係 
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シミュレーションの考え方 

・深層崩壊に起因して発生する主な土砂移動現象としては、同時に多量の水が供給

されなければ、発生箇所の直下で崩壊土砂が停止し、土石流になりませんが、本

検討では、崩壊土砂がそのまま土石流となる現象を対象とし、同時に大雨などに

よって河川等の流量が増大する場合を想定しました。 

・深層崩壊に起因する土石流は、実際には複数波に分かれて流下する可能性が考え

られますが、最も被害が大きくなると想定される、崩壊土砂の全てが１波の土石

流となる現象を対象としました。 

 

シミュレーションの手法 

・「深層崩壊に起因する土石流の流下・氾濫計算マニュアル（案）」（独立行政法人土

木研究所）や砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）を参考にしました。 

・計算に用いた数値計算プログラムは、（一財）砂防・地すべり技術センターが開発

した『Ｊ－ＳＡＳ』です。 

・シミュレーションでは土石流を水と個体粒子からなる混合物の連続流体として取

り扱っています。 

 

深層崩壊土砂量及び河川等の流量の設定条件 

・シミュレーションで設定した深層崩壊土砂量及び河川等の流量の考え方を表 2に

示します。なお、シミュレーションは、深層崩壊と大雨が同時に発生する場合を

想定しました。  

表 2 深層崩壊土砂量及び河川等の流量の設定方法 

項目 設定条件 

深層崩壊土砂量 

１、「深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出マニュアル（案）」（独立行政

法人 土木研究所、平成 20 年）を参考に崩壊の恐れがある斜面を抽出 
２、抽出した斜面から、最も危険な斜面を崩壊範囲として設定 
３、設定した崩壊範囲からＧｕｚｚｅｔｔｉの式※により崩壊土量を算出 

河川等の流量 
「大井川水系河川整備基本方針」（国土交通省）における計画規模を参考

に設定（１００年に１回程度発生する規模（１００年確率）） 

※Ｇｕｚｚｅｔｔｉの式：Ｖ＝０．０７４×Ａ１．４５ Ｖ：崩壊土砂量（ｍ３）、Ａ：崩壊面積（ｍ２） 

 

・想定崩壊斜面については、「土木研究所資料 深層崩壊の発生のある渓流抽出マ

ニュアル（案）」を参考に空中写真判読を実施し、深層崩壊に係る微地形を抽出後、
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微地形の状況から深層崩壊の危険斜面を抽出しました（図 ９）。想定崩壊面積は、

７３，６７０ｍ２と算出しました。 

 

図 ９ 上千枚沢源頭部の縦断図と想定崩壊土砂 
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シミュレーションの主な入力値 

・シミュレーションで入力した主な数値を図 １０に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １０ シミュレーションにおける主な入力値 

 

・ ii) で示したＧｕｚｚｅｔｔｉの式により上千枚沢で想定される深層崩壊土砂

量は約８５万ｍ３と算出されました。大井川上流域において、地形図や複数年に渡

って撮影された空中写真から発生・未発生の確認ができた崩壊地の崩壊土砂量と

期間の関係を整理し、崩壊規模毎にどれくらいの期間をおいて発生しているのか

を確認いたしました。その結果、想定される深層崩壊土砂量では、１００年に１回

程度の確率で崩壊する可能性があるという事が試算されました。 

・また、土石流の流量（最大）は、８，４４９ｍ３／秒となります。 
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シミュレーション結果（下流側（椹島ロッヂ付近）への影響） 

・ iii) の入力値を基に、上千枚沢の深層崩壊に起因する土石流が発生した場合

のシミュレーションの結果を示します。 

・発生土置き場周辺には人家が存在しないことから、登山者等が滞在する椹島ロッ

ヂ付近を対象としてツバクロ発生土置き場の有無による影響の違いを評価しま

した。 

・上千枚沢から椹島にかけて、上千枚沢からの土石流や周囲の沢からの洪水流によ

る水位の上昇や流出した土砂の堆積については、ツバクロ発生土置き場の有無に

よる影響の違いは見られない予測結果となっています。（図 １１～図 １４） 

・また、下流側（椹島ロッヂ付近）についても、ツバクロ発生土置き場の有無によ

る影響の違いはほとんど見られない予測結果となっています。（図 １５、図 １

６） 

 

 Case１：上千枚沢深層崩壊（土石流）＋大井川及び各沢１００年確率洪水流量＋ツ

バクロ発生土置き場なし 

 Case２：上千枚沢深層崩壊（土石流）＋大井川及び各沢１００年確率洪水流量＋ツ

バクロ発生土置き場あり 
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図 １１ 上千枚沢～椹島間での最大水深予測結果（土石流発生時、置き場なし） 
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図 １２ 上千枚沢～椹島間での最大水深予測結果（土石流発生時、置き場あり） 
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図 １３ 上千枚沢～椹島間での最終堆積深予測結果（土石流発生時、置き場なし） 
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図 １４ 上千枚沢～椹島間での最終堆積深予測結果（土石流発生時、置き場あり） 
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図 １５ 椹島ロッヂ付近での最大水深予測結果（土石流発生時） 

図 １６ 椹島ロッヂ付近での最大水位・最終河床高の予測結果（土石流発生時） 
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シミュレーション結果（ツバクロ発生土置き場の侵食を加味した影響） 

・ iv)  図 １５、図 １６で示されるとおり、椹島には影響がないことは確認さ

れましたが、土石流によって、ツバクロ発生土置き場端部から最大８ｍの高さま

で水位が上昇する結果が確認されました（図 １７）。そこで、土石流により発生

土置き場の一部が侵食され、盛土の土砂流出が起きたと仮定した場合の影響検討

も実施しました。 

 

図 １７ 発生土置き場付近の最大水位 

・発生土置き場周辺からの土砂は、流体が土砂を押し流そうとする力（掃流力）に

よって下流側へ運搬されます。運搬可能な土砂量は、掃流力の大きさによって決

まるため、発生土置き場の一部が崩壊しても運搬可能な土砂量以上は流れない事

が考えられます。（図 １８） 

・運搬可能土砂量を『Ｊ－ＳＡＳ』でも採用されている掃流砂量式により算出した

結果、運搬可能な土砂量は、約６．６万ｍ３と算定されました。全てがツバクロ発

生土置き場から侵食される訳ではありませんが、この約６．６万ｍ３がそのまま

下流側に流れると考え、iii）の入力値に加えてシミュレーションを行いました。

なお、ハイドログラフは図 １９にように想定しました。 

・上千枚沢から椹島にかけて、上千枚沢からの土石流や周囲の沢からの洪水流によ

る水位の上昇や流出した土砂の堆積については、ツバクロ発生土置き場とその周

辺の侵食によって投入された土砂により、局所的に水深や堆積深が変化していま
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すが、図 １１～図 １４（上千枚～椹島間での最大水深予測結果、最終堆積深予

測結果）と比較し概ね大きな影響の違いは見られない予測結果となっています。

（図 ２０、図 ２１） 

・また、下流側（椹島ロッヂ付近）についても、図 １５、図 １６と比較し、ツバ

クロ発生土置き場の有無による影響の違いはほとんど見られない予測結果とな

っています。（図 ２２、図 ２３） 

 

 

 

図 １８ 流体が土砂を押し流すイメージ 

 

図 １９ 発生土置き場下端付近のハイドログラフ 

  

土砂
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 Case３：上千枚沢深層崩壊（土石流）＋大井川及び各沢１００年確率洪水流量＋ツ

バクロ発生土置き場あり（置き場周辺の侵食考慮） 

 

 

図 ２０ 上千枚沢～椹島間での最大水深予測結果（置き場周辺の侵食考慮） 
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図 ２１ 上千枚沢～椹島間での最終堆積深予測結果（置き場周辺の侵食考慮） 
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図 ２２ 椹島ロッヂ付近での最大水深予測結果（置き場周辺の侵食考慮） 

 

図 ２３ 椹島ロッヂ付近での最大水位・最終河床高の予測結果（置き場周辺の侵食

考慮） 
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シミュレーションの結果（河道閉塞（天然ダム）が発生するリスク） 

・また、深層崩壊に起因する土石流が発生した場合の、上千枚沢と大井川本流との

合流箇所付近での河川の最大堆積深のシミュレーションを実施しました。条件は 

iii) の入力値のとおりです。図 ２４は、合流部付近での最終堆積深の結果を拡

大して示しています。 

 

図 ２４ 合流部付近での最終堆積深予測結果（土石流発生時） 

・図 ２５は、上千枚沢と大井川本流の合流部付近における大井川の水位と河床高

の時間変化を表した解析断面図です。経過時間ごとに識別される大井川の水位と

河床高に注目すると、各時間において水位が河床高を上回っている状況が確認さ

れていることから、水の流れは確保され、河道閉塞（天然ダム）が発生する可能

性は低いと考えています。 
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図 ２５ 上千枚沢合流部付近の水位と河床高の時間変化 
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C) 河道閉塞（天然ダム）の決壊を仮定した影響検討 

・土砂流出の数値シミュレーションの結果では、上千枚沢と大井川本流との合流箇

所で河道閉塞（天然ダム）が発生する可能性は低い結果となっています。 

・しかしながら、静岡県等からのご意見を踏まえ、架空の想定として河道閉塞（天

然ダム）を発生させ、それが決壊した場合の、ツバクロ発生土置き場の設置有無

による下流側（椹島ロッヂ付近）での影響の違いについて、検討を行いました。 

・条件として、上千枚沢と大井川本流との合流箇所付近に想定した深層崩壊土砂量

を設定しました。 

・河道閉塞（天然ダム）規模等は、「地すべり対策事業の費用便益分析マニュアル

（案）」（国土交通省水管理・国土保全局砂防部、平成２４年）に基づくと、深層

崩壊箇所の最大深度が河道閉塞の堆積厚と同程度と考えられています。また、深

層崩壊箇所の最大深度は、想定される崩壊幅の７分の１程度と考えられているた

め、上千枚沢の想定崩壊斜面面積７３,６７０ｍ２を斜面長３４０ｍで除した平均

幅２２０ｍの７分の１に当たる約３２ｍの土砂堆積深と設定しました。（図 ２６） 

 

 

図 ２６ 河道閉塞時の想定堆積厚の考え方 

 

 

 



３３ 
 

i） 河道閉塞時の上流の湛水区域の設定 

・河道閉塞（天然ダム）の規模等は、図 ２７のとおり前項で設定した土砂堆積深約

３２ｍの高さまで湛水した場合を想定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２７ 河道閉塞時の上流の湛水区域の設定 
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ii） 河道閉塞（天然ダム）決壊時のピーク流量の設定 

・河道閉塞（天然ダム）が決壊した場合の、決壊箇所付近での想定ピーク流量Ｑmax

は、Ｃｏｓｔａの式を用いて算出しました。 

 

 

 

Ｑｍａｘ＝１８１×（３２×１．５８）０．４３ 

＝９７８ｍ３／秒 
 

・上記の河道閉塞（天然ダム）決壊時の想定ピーク流量と、１００年確率の河川等

の流量を合計すると、発生土置き場付近での想定ピーク流量は約１，８００ｍ３

／秒となります。 

 

iii） 河道閉塞（天然ダム）決壊を想定した場合の数値シミュレーション結果 

・i）と ii）の入力値を基に、上千枚沢の深層崩壊に起因する土石流が発生し、河

道閉塞（天然ダム）が決壊した場合のシミュレーションの結果を示します。 

・上千枚沢から椹島にかけて、河道閉塞（天然ダム）の決壊による水位の上昇につ

いては、ツバクロ発生土置き場の有無による影響の違いはほとんど見られない予

測結果となっています。（図 ２８、図 ２９） 

・また、椹島付近についても、ツバクロ発生土置き場の有無による影響の違いは見

られない予測結果となっています。（図 ３０、図 ３１） 

 

 Case４：河道閉塞（天然ダム）の決壊＋大井川及び各沢１００年確率洪水流量＋ツ

バクロ発生土置き場なし 

 Case５：河道閉塞（天然ダム）の決壊＋大井川及び各沢１００年確率洪水流量＋ツ

バクロ発生土置き場あり 

Ｑｍａｘ＝１８１（ＨＶ）０．４３ Ｈ：天然ダム高さ（ｍ） 

Ｖ：貯水容量（１０６ｍ３） 
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図 ２８ 上千枚沢～椹島間での最大水深予測結果（河道閉塞決壊時、置き場なし） 
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図 ２９ 上千枚沢～椹島間での最大水深予測結果（河道閉塞決壊時、置き場あり） 
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図 ３０ 椹島ロッヂ付近での最大水深予測結果（河道閉塞決壊時） 

 

図 ３１ 椹島ロッヂ付近での最大水位・最終河床高の予測結果（河道閉塞決壊時） 
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 ② 地質構造・水資源専門部会委員のご意見を踏まえた検討 

A) ご意見の概要 

・ツバクロ発生土置き場については、これまでの地質構造・水資源専門部会及び

対話の中で、周辺地形に関して次のとおりご意見を頂きました。 

①広域的な複合リスク 

周辺の尾根部には二重山稜が発達し、不安定な地すべり地形が多く分布してお

り、上千枚沢の千枚崩れに加えて、下千枚沢、車屋沢、燕沢や崩壊地等から、

同時多発的に土石流等が発生するリスクもある。このため、広域的な複合的リ

スクを想定し、検討を行う必要がある。 

②ツバクロ発生土置き場の対岸の斜面崩壊 

ツバクロ発生土置き場を造成し盛土することにより、谷幅が狭められ、対岸の

河岸侵食による斜面崩壊の発生リスクを踏まえた対策等を検討する必要がある。 

③土石流の緩衝地帯としての機能低下 

燕沢付近の扇状地は崖錐堆積物により形成され、土石流を受け止める緩衝地帯

として機能してきたが、ツバクロ発生土置き場を造成することにより、土石流

の緩衝地帯としての機能が低下する。このことを考慮した対策を検討する必要

がある。 

④深層崩壊に関するシミュレーション条件 

千枚崩れの不安定土塊３分の１程度を崩壊土砂量と設定し、シミュレーション

しているが、過小評価ではないか。深層崩壊に関する設定根拠やシミュレーシ

ョン内容を示す必要がある。 

・それぞれのご意見に対応し、次のとおり追加の検討を実施いたしました。 

 

B) 広域的な複合リスク（土石流の同時多発の可能性等） 

・ツバクロ発生土置き場については、発生土置き場後背地だけでなく、周辺に不

安定な地形部や深層崩壊の懸念がある箇所がないか、Ｐ１４でお示しした地形

表現図（エルザマップ）（図 ３２に再掲）及び地形判読図（図 ３３に再掲）を

用いて確認しました。また、図 ３４の表層地質図も参照し、断層等との関係を

考察しました。 

・その結果、各斜面や沢毎の流域界は、主に１０カ所に区分されたため、それぞ

れの詳細な地形評価を行いました。 
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図 ３２ エルザマップ（ツバクロ発生土置き場周辺） 
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図 ３３ 地形判読図（ツバクロ発生土置き場周辺） 
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図 ３４ 地質平面図（ツバクロ発生土置き場周辺） 
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・大井川の流域の地質は、海底に堆積した地層が陸側に押し付けられ、隆起した

ことにより生成された四万十帯により構成されています。当該地域では、東西

方向への圧縮より褶曲構造を生じ、破砕帯を伴う断層が主に南北方向に発達し

ています。豊富な雨量を背景とした侵食作用でＶ字谷が形成される一方、重力

変形に伴って二重山稜が形成されるとともに、豊富に土砂が供給されています。 

・各沢の流域はこのような地形・地質の特徴を踏まえたものであり、下記のとお

りとなります。 

 

i） 千石沢（①） 

・大井川左岸の渓流で、発生土置き場の上流約８００ｍに位置します。南東から

北西に流下する標高差１，０２０ｍ、水平距離約２ｋｍ、流域面積約１．４ｋ

ｍ２、平均勾配約２７°の渓流です。 

・源流部は早川水系との分水嶺で、幅５０～８０ｍの尾根部緩斜面が分布し、二

重山稜や溝状凹地が稜線方向に複数発達しています。その下方斜面は比高１５

０ｍ程度の平滑な斜面をなし、一部崖錐斜面が分布します。渓流中流部は幅１

０～２０ｍの渓床面が連続して分布し、両岸斜面が４０°以上の急斜面をなし

ます。中流部には渓岸部に、崩壊跡地が多数認められ、上部の平滑な斜面との

境界付近には地すべり地形や崩壊跡地、そこから供給されたと思われる崩土堆

積面も認められます。 

・渓流出口付近の渓床は８０ｍ程度の幅があり、南北両側に水路が形成されて中

央部に高まりのある扇状地状の地形をなします。南側の水路には堰堤が構築さ

れています。また、図 ３４でお示ししているとおり、調査の結果、複数の断層

を確認しています。 

・上部の平滑な緩斜面直下は、比較的大きな崩壊跡地や地すべり地形、その下方

に崩土堆積面が形成されています。ただし、流域全体に現在活動的な崩壊地や

地すべり地形はほとんどなく、中流域は幅の狭いＶ字谷でありかつ下流域に堰

堤が構築されているため、土石流等の土砂災害が発生しても多くが途中で堆積

し、流出土砂量は少ないと考えられます。  

 

ii） 車屋沢（②） 

・発生土置き場北側を南東から北西へ向かって流下する標高差約１，１００ｍ、

水平距離約２．１ｋｍ、流域面積約１．５ｋｍ２、平均勾配約２７°の渓流です。
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渓流出口は発生土置き場の北約３００ｍの位置にあり、渓流出口付近には３基

の堰堤が構築されています。上流域には平滑な古期崖錐斜面が広く分布し、渓

流との境界付近には高さ１０～５０ｍの崖地形が連続します。また、図 ３４で

お示ししているとおり、調査の結果、複数の断層を確認しています。また、こ

の崖地形には崩壊地が幾つか分布しており、土砂生産量は比較的に多いと思わ

れます。ただし、渓流沿いは中下流部にはＶ字谷の中に幅１０ｍ程度の渓床面

が分布する程度で、渓流沿いでの土石の堆積は非常に少なく、堰堤が構築され

ているため、土石流等の土砂災害が発生しても多くが途中で堆積し、流出土砂

量は少ないと考えられます。 

 

iii） 燕沢（③） 

・南東から北西に流下する標高差約１，１３０ｍ、水平距離約１．８ｋｍ、流域

面積約０．５ｋｍ２、平均勾配約３３°の渓流です。中上流部では露岩した崖地

が連続しており、クラック地形も幾つか認められます。また中流部には崖地か

ら供給された崩土が広く分布します。渓流出口には３～４段の扇状地面が発達

しており、古くから現在にいたるまで活発に土砂流出が発生していたと思われ

ます。ただし、渓流出口付近では現在の流路がこれら扇状地を洗掘して流下し

ており、両岸(特に北岸)に高さ２０ｍ程度の崖地形が連続しています。また、

図 ３４でお示ししているとおり、調査の結果、複数の断層を確認しています。 

・堰堤が６段構築されており、豪雨時に土石流等の土砂・水の流出が発生したと

しても、この崖地を乗り越えて発生土置き場方向へ流下する可能性は極めて低

いと考えられます。また、発生土置き場より下流側に位置しており、発生土置

き場への直接的な影響はほとんどないと考えています。 

 

iv） 上大尻沢（④） 

・大井川左岸の渓流で、発生土置き場の下流約４００ｍに位置します。東から西

に流下する標高差約６００ｍ、水平距離約１ｋｍ、流域面積約０．２ｋｍ２、平

均勾配約３０°の渓流です。 

・渓流上流部は平滑な谷型斜面をなします。下流部は水路の発達した急峻な渓流

で、渓床には一部渓床面が形成されて土砂が堆積しているとみられます。上流

部と下流部の境界には明瞭な遷急線が形成されており、それに沿って崩壊地・

崩壊跡地・地すべり地形・クラック地形が幾つか発達します。崩壊地の下方に
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は崩土堆積面も認められます。また、図 ３４でお示ししているとおり、調査の

結果、複数の断層を確認しています。 

・渓流出口付近には堰堤や護岸工が構築されていますが、大井川河床には当該渓

流から流出したとみられる小規模な沖積錐が形成されています。小規模な土砂

流出が発生している可能性もありますが、発生土置き場より下流側に位置して

おり、発生土置き場への直接的な影響はほとんどないと考えています。 

 

v） 下千枚沢北側の渓流（⑤） 

・北西から南東に流下する標高差約７６０ｍ、水平距離約１．４ｋｍ、流域面

積約０．５ｋｍ２、平均勾配約２８°の中規模な渓流です。 

・中上流部は西北西から東南東に流下し、下流部は屈曲して南に流下します。ガ

リー・水路は中下流部に連続して認められます。中上流部の斜面には新期崖錐

が広く分布し、中流部に古い河岸段丘、下流部から出口にかけて沖積錐や扇状

地が発達します。ただし、下流部の扇状地の先端には崖地形が連続しており、

扇状地面は大井川河床より５０ｍ程度高い位置にあります。地すべり地形やク

ラック地形は下流部に見られますが、中上流部には不安定地形はほとんど認め

られません。また、図 ３４でお示ししているとおり、調査の結果、複数の断層

を確認しています。 

・大井川の河床が現在より５０ｍ程度高い位置にあった古い時期に、大量の土砂

流出があったと考えられますが、現在での土砂流出は非常に少ないと考えられ

ます。当該渓流では地すべりや崩壊地などの不安定地形がほとんど確認されず、

扇状地等を形成する土砂流出はかなり古い6ものと推定されることから、豪雨時

に土石流等の土砂災害が発生しても、対岸の発生土置き場に直接的な影響はな

いものと考えられます。 

 

vi） 下千枚沢（⑥） 

・北西から南東に流下する標高差約１，１６０ｍ、水平距離約２．５ｋｍ、流域

面積約１．４ｋｍ２、平均勾配約２５°の渓流です。 

 源流部では二重山稜や溝状凹地が稜線方向に複数発達しており、中上流部は西

北西から東南東へ緩く曲流しながら流下し、下流部では逆Ｓ字に屈曲して大井

                                                   
6 大井川流域の隆起が定常的に 1 年あたり 3～5mm と仮定すると、扇状地形成時期は 1.7～1 万年前となる。 
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川へ流下します。ガリー・水路は上下流に連続して認められ、中下流部では表

流水を確認しています。中流部を中心に崩壊地や地すべり地形・クラック地形

が散見されます。また、崖錐等の不安定土砂は谷型斜面にわずかに分布してい

ます。下千枚沢本流では、豪雨時に土石流等による大量の土砂流出が発生する

可能性は低いと考えられます。 

・一方、下流部の支渓には崩壊地群が分布し、下方斜面に崩土が堆積し、渓床堆

積物に移化しています。下千枚沢出口には小規模ながら沖積錐が発達していま

す。また、図 ３４でお示ししているとおり、調査の結果、下流部には断層を確

認しており、断層が通過していると考えられる箇所（下千枚沢の中流部から下

流部にかけて）において、流路が大きく「く」の字に曲がっています。崩壊地

背後は渓流と同じ方向を示す尾根で、崩壊地直上にクラック地形が認められま

すが、仮にこれが深層崩壊を発生させたとしても、渓流沿いに多くが堆積し、

大井川を飛び越えて発生土置き場まで土砂が到達する可能性は低いと考えられ

ます。 

 

vii） 下千枚沢南側の渓流（⑦） 

・北西から南東に流下する標高差約６３０ｍ、水平距離約０．９ｋｍ、流域面積

約０．２ｋｍ２、平均勾配約３５°の渓流です。 

 中上流部には崩壊地が分布します。崩土等は崩壊地内には分布せず、中下流の

渓流沿いに崩土や渓床堆積物として分布しています。渓流出口には２段の沖積

錐が認められます。また、図 ３４でお示ししているとおり、調査の結果、複数

の断層を確認しています。 

・当該崩壊地の背後は東南東に張り出す尾根となっています。崩壊地はもともと

南東に張り出す尾根が連続していて、その尾根部が深層崩壊を起こして狭長な

崩壊地を形成したものとみられます。今後崩壊が拡大するとしても、拡大は背

後の尾根部よりも崩壊地側壁部に発生するものと考えられます。なお、当該渓

流の出口は発生土置き場より１５０ｍ程度下流にあり、仮に崩壊等に起因して

土砂流出が発生しても影響はないと考えます。 

 

viii） その他 

・ツバクロ発生土置き場周辺を拡大した地形判読図を図 ３５に示します。①と②

の間、⑤と⑥、⑥と⑦の間には２００～３００ｍの幅の河岸斜面が分布してい
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ます。いずれも下方からの高さ２００～３００ｍ、平均傾斜約４０～４５°の

急峻な谷型斜面です。また、図３６でお示ししているとおり、調査の結果、複

数の断層を確認していますが、斜面上部にクラック地形は認められず、豪雨に

伴う深層崩壊のリスクは小さいと考えています。 

 

・以上の地形評価の結果から、豪雨が要因となって上千枚沢と同時に各沢や渓流等で

も土砂崩壊が起こる可能性もありますが、発生土置き場上流に位置する千石沢、車

屋沢には数基の堰堤が設置されていることや、対岸の下千枚沢では渓流内で土砂が

留まるような形態をしていることから、上千枚沢からの土石流に加えて同時に発生

する他箇所での土石流が複合的に影響を与えるリスクは小さいと考えています。 

 

 

ix） 地震時の影響 

 ・発生土置き場対岸付近の地質平面図及び断面図を図 ３７に示します。また、発生

土置き場付近で実施した電気探査と弾性波探査の結果を図 ３８、図 ３９に示し

ます。ツバクロ発生土置き場の対岸部（⑨）では大井川に概ね並行する方向に断

層が確認されていますが、地質構造・水資源専門部会委員から、規模や頻度は明

確には不明であるが、大規模な地震が発生した場合、下千枚沢が、「く」の字に屈

曲する箇所付近の断層を境にして、崩壊が発生するリスクがあり、さらに断層背

後から沢水が流入することにより、崩壊が拡大する可能性があるとのご意見を頂

いています。 
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図 ３５ 地形判読図（ツバクロ発生土置き場周辺拡大） 
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図 ３６ 地質平面図・断面図（発生土置き場対岸付近） 
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図 ３７ 地質平面図、断面図凡例 

注）四万十層群は、２０ 万分の１ 地質図幅「甲府」(尾崎ほか 2002)7では四万十累

層群と呼ばれ、表 3 のように区分されております。上図でお示しした地質調査結果

における四万十層群はこれと名称が異なりますが、同じ区分です。また、本調査で

の「大井川帯」は「犬居帯」と「寸又川帯」を一括して取り扱っております。 

 

表 3 地質名称の対比  

 

                                                   
7 尾崎正紀ほか，2002，20 万分の 1 地質図幅「甲府」．産総研地質調査総合センター 



５０ 
 

 

図 ３８ 弾性波探査による速度断面図 

 

 
図 ３９ 電気探査による比抵抗断面図 
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 ・地震により発生する深層崩壊は、崩壊を引き起こす要因が様々であることから、

土砂流出シミュレーション等による影響の想定は困難であり、また精度も担保で

きるものではありません。このため、事前対応による環境への負荷低減は困難で

あること、また深層崩壊自体の抑止もできないことから、主体的にモニタリング

を実施し、当社の盛土に起因する部分については、当社の責任において事後対応

を考えています。 

・よって、対岸斜面が崩壊した際に、発生し得る被害についてⅠ～Ⅲの３つのパタ

ーンを想定（図 ４０）し、パターン毎の対応方針を設定、整理いたしました。 

 

 
  図 ４０ 崩壊パターン検討位置 

 

Ⅰ．崩壊土砂量が小規模（ツバクロ発生土置き場の盛土の有無に係わらず土砂ダム

が形成されない程度）の場合（図 ４１参照） 

 

 

図 ４１ 崩壊土砂量が少量の場合のイメージ 
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 【評価】 

 ・崩壊土砂は河川区域内若しくは河川区域外の盛土されていない範囲までの到達と

なるため、土砂ダムは発生しません。 

 ・盛土の有無にかかわらず、河川水の流下は維持されます。 

  【対応】 

  ・盛土の有無に因らない事象であり、河川水の流下は維持されるため行政による対

応が基本と考えますが、隣接する施設（盛土）を管理する事業者として、可能な

範囲で協力する考えです。 

 

Ⅱ．崩壊土砂量が中規模（盛土がある場合に土砂ダムが形成され、盛土が無い場合

は土砂ダムが形成されない程度）の場合（図 ４２参照） 

  

 

図 ４２ 崩壊土砂量が中量の場合のイメージ 

 

 

 【評価】 

 ・盛土の存在により土砂ダムが形成される可能性があり、土砂ダムが破堤した場合、

下流側への被害が想定されます。（なお、地質構造・水資源専門部会委員からは、

図 ４２に赤線で示す右横ずれ断層を境にして、崩壊が発生した場合はこのケー

スに該当すると考えられるとのご意見をいただいています。） 

 【対応】 

 ・関係者が総力を挙げて行う安全確保のための対策※に、事業者として協力し、対

応してまいります。土砂ダムへの対応の例を図 ４４に示します。土砂ダムが形

成されていなくとも、盛土や周辺の被害状況を確認し、関係者間で協議のうえ、
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柔軟に対応いたします。また環境面を含めた恒久的な対策については関係者で協

議を行い、例えば崩壊土砂の撤去や河川及び道路の復旧などの作業のうち、当社

の盛土によって追加で作業が生じる部分など、当社の盛土の存在に起因する部分

については当社の責任において対応します。 

 ※第 19 回静岡市中央新幹線建設事業影響評価協議会（R6.8.26）静岡市資料においては、 

「大規模深層崩壊時等により天然ダムが形成された場合の対処は、ツバクロ盛土の有り・無

しに関わらず、災害危険度を下げるため、行政（国、県、市）、ダム管理者、ＪＲ東海、地権

者等が総力をあげて行うべきものである。」と記載されている。 

 

Ⅲ．崩壊土砂量が大規模（ツバクロ発生土置き場の盛土の有無に係わらず土砂ダム

が形成される程度）の場合 

 

 

図 ４３ 崩壊土砂量が大量の場合のイメージ 

 

 【評価】 

 ・形成された土砂ダムが破堤した場合、下流側への被害が想定されます。（なお、地

質構造・水資源専門部会委員からは、図 ４３に赤線で示す断層を境にして、崩壊

が発生した場合はこのケースに該当すると考えられるとのご意見をいただいて

います。） 

 【対応】 

・Ⅱにおける対応と同様、当社も関係者と協力して対応する考えです。 

 

【まとめ】 

・工事中は現地に常駐する工事管理者等が施工管理を行い、その際、盛土や排水設備
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等の状況を確認します。併せて、対岸の変化状況を写真等によりＪＲ東海で確認す

ること等を考えております。なお、関係者との連絡体制などについては、着工前ま

でに関係者と調整を行います。 

・盛土完了後は１年に 1 回程度実施予定の定期点検および地震や豪雨等の発生後に実

施する盛土の点検時にあわせて、対岸の変化状況をＪＲ東海が写真等により確認す

ること等を考えております。 

・モニタリング結果はまとまり次第速やかに県へ報告します。調査の結果、斜面崩壊

につながる恐れがある場合には、関係者と協議のうえで対応策を検討します。 

・なお、仮に崩壊が発生した際には、「下千枚沢からの流水により崩壊が拡大する可

能性がある」と地質構造・水資源専門部会委員からご意見を頂いたことも踏まえ、

崩壊の状況とあわせ、上部からの流水の状況等の情報も共有したうえで、対応策を

検討します。 

 

 
 

図 ４４ 土砂ダムへの対応イメージ 
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C) 対岸の河岸侵食による斜面崩壊の発生リスク 

・ツバクロ発生土置き場の存在により、谷幅が狭められ、対岸の侵食による斜面崩

壊の発生リスクについては、地形地質の評価の観点とシミュレーションの解析断

面図の観点から検証いたしました。 

 

i） 地形地質の評価 

・エルザマップによる地形評価の考察は、前頁の B)広域的な複合リスクに記載の

とおりです。 

・現地の露頭状況を確認すると、ツバクロの対岸は、下千枚沢の合流部から大井

川の屈曲部までの約３００ｍに渡って健岩（岩盤）が連続的に分布しており、

河床にも健岩が露出しています。写真 ２の②でみられる崖錐堆積物は、長期的

に斜面上部の亀裂性岩盤から転がってきた砕屑物によって形成されたと推測し

ており、崖錐堆積物の背面には①や③でみられる健岩部が位置していると推察

されます。こうしたことから、侵食による崩壊が起きにくい状況であると考え

ています。 

 

ii） シミュレーションによる解析断面図での評価 

・ツバクロ発生土置き場の上流部で、大井川が右岸側に向かって大きく蛇行して

いるエリアがあり、河川形態から右岸側が攻撃斜面になっている（図 ４５）こ

とから、この斜面に着目してシミュレーションの解析断面図（図 ４６）を作成

いたしました。 

・その結果、置き場なしと置き場ありで右岸側屈曲部（図 ４５）における河床高

と水位にほとんど違いはありませんでした。 

・流速の計算結果を図 ４７～図 ５０に示します。右岸側屈曲部における流速は、

発生土置き場がない場合約７．０ｍ/ｓであった一方、発生土置き場ありの場合

は約９．０ｍ/ｓとなりました。一時的なピーク値であり、斜面に作用する時間

は短いものの、水の流れによる力（侵食力）は流速と質量によって決まること

から、瞬間的に２倍程度の力が対岸斜面に与えられる可能性があります。 

・このため、侵食を防ぐ事前対応について検討しましたが、影響が予測される箇

所は岩盤の露出箇所であり河道拡幅による流速の低減や根固め工による侵食対

策といった事前対策が難しいと考えられます。よって、主体的にモニタリング
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を実施し、当社の盛土に起因する部分については、当社の責任において事後対

応を考えています。 

・第１７回地質構造・水資源専門部会にて委員から、「対岸河岸は露岩している

ため、一度の土石流等で大きく侵食することはないが、流速上昇（侵食力の上

昇）が繰り返し発生することにより、対岸河岸の侵食が促進される可能性があ

るため、侵食量をモニタリングする必要がある」とのご意見を頂きました。こ

のご意見を受けて、定期的に侵食状況の調査を行うことを考えております。 

・具体的には、まずは、着工前までに対岸部の基準となる箇所を予め選定し、１

年に 1 回程度実施予定の定期点検および地震や豪雨等の発生後に実施する盛土

の点検時にあわせて、対岸の河岸の侵食状況や巨石の移動、河道の位置が変わ

っていないかといった着目点ごとの変化状況を写真等により確認することとし、

河岸の侵食等が認められる場合は測量等により詳細を確認することとします。 

・なお、モニタリング結果はまとまり次第速やかに県へ報告します。調査の結果、

侵食が促進され斜面崩壊につながる恐れがある場合は、関係者と協議のうえで対

応策を検討します。また、仮に予兆なく崩壊が発生した状況が確認された場合に

は、関係者が総力を挙げて行う安全確保のための対策に、事業者として協力し、

対応してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ２ ツバクロ対岸の露頭写真 
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図 ４５ 置き場付近屈曲部位置 



５８ 
 

  

図 ４６ 置き場付近屈曲部の最大水位・河床 
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図 ４７ 置き場付近屈曲部の時刻歴流速変化（断面平均） 

 

図 ４８ 置き場付近屈曲部の時刻歴流速変化（河川右岸側） 
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図 ４９ 置き場付近屈曲部の時刻歴流速変化（河川中央部） 

 

図 ５０ 置き場付近屈曲部の時刻歴流速変化（河川左岸側） 
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D) 土石流の緩衝地帯としての機能低下 

・土石流の緩衝地帯としての機能がどれ位低下するかについて、最終的な河床形状

から平常時の流路が確保されているかを確認するために、シミュレーションによ

り、車屋沢上流付近から燕沢下流付近の区間の大井川本流において、最終河床高

と最終水位を縦横断的に確認しました。確認においては、図 ５１の赤線における

最終堆積深の解析断面図から、一番河床が低くなっている点およびその際の水位

位置を赤線毎に抽出し、河床縦断図を作成しました（図 ５２）。 

・その結果、河床勾配が常に上流側から下流側に傾斜しており、またいずれの箇所

においても河床が水位を上回る箇所はなかったことから、土砂ダムは発生しない

ことが改めて確認できました。 

 

・以上の結果から、河川内に土砂の堆積は認められますが、河道閉塞（天然ダム形

成）しないことが改めて確認されました。したがって、今回の検討では発生土置

き場の有無による緩衝地帯の機能の差は軽微であることがわかりました。 

 

図 ５１ 緩衝地帯の横断位置図 
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図 ５２ 緩衝地帯の堆積形状（崩壊土砂量８５万 m3 の場合） 

 

ツバクロ発生土置き場南端部からの距離 

高
さ 

ツバクロ発生土置き場南端部からの距離 

高
さ 
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E) 深層崩壊に関するシミュレーション条件の検討 

・深層崩壊シミュレーションで入力した土砂量について、崩壊土砂量には不確実性

がある等のご意見を踏まえ、崩壊土砂量を増加させた感度分析（再シミュレーシ

ョン）を実施し結果の比較をいたしました。感度分析を実施した際の入力条件は

図 ５３のとおりです。 

図 ５３ 感度分析実施条件 

 

・図 ５３の入力値を基に、上千枚沢の深層崩壊に起因する土石流が発生した場合

のシミュレーションの結果を示します。 

・発生土置き場周辺には人家が存在しないことから、崩壊土砂量８５万ｍ３の際の

シミュレーションでお示しした内容と同様に、登山者等が滞在する椹島ロッヂ付

近を対象としてツバクロ発生土置き場の有無による影響の違いを評価しました。 

・約１５０万ｍ３の崩壊土砂を考慮した場合の上千枚沢から椹島にかけての最大水

深の予測結果について、発生土置き場のない場合、ある場合の結果を示すとそれ

ぞれ図 ５４～図 ５７のとおりとなります。８５万ｍ３の崩壊土砂量の場合（発

生土置き場無し：図 １１・図 １３、発生土置き場あり：図 １２・図 １４）と

比較すると、計算上、増えた土砂量に含まれる水分や細粒分は崩壊時に加わる（粗

粒分は運搬できずに残る）ことから、最大水深そのものは１５０万ｍ３のほうが

深くなります。しかしながら、発生土置き場の有無で比較するとほとんど差がな

いことが確認されます。 
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・また、D)と同様に車屋沢上流付近から燕沢下流付近の区間の大井川本流において、

最終河床高と最終水位を縦横断的に確認しました（図 ５２、図 ５８）。その結

果、８５万ｍ３の場合と同様に河床勾配が常に上流側から下流側に傾斜している

こと、いずれの箇所においても河床が水位を上回る箇所はなかったことが確認で

き、土砂ダムは発生しないことが改めて確認できました。 

 

 

図 ５４ 上千枚沢～椹島間での最大水深予測結果 

（崩壊土砂１５０万ｍ３、置き場なし） 
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図 ５５ 上千枚沢～椹島間での最大水深予測結果 

（崩壊土砂１５０万ｍ３、置き場あり）  
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図 ５６ 上千枚沢～椹島間での最終堆積深予測結果 

（崩壊土砂１５０万ｍ３、置き場なし）  
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図 ５７ 上千枚沢～椹島間での最終堆積深予測結果 

（崩壊土砂１５０万ｍ３、置き場あり） 



６８ 
 

 

図 ５８ 緩衝地帯の堆積形状（崩壊土砂量１５０万ｍ３の場合） 

 

・また、下流側（椹島ロッヂ付近）において、最大水深等を算定し、発生土置き場

の有無により比較した結果を図 ５９、図 ６０に示します。８５万ｍ３の崩壊土

高
さ 

ツバクロ発生土置き場南端部からの距離 

高
さ 

ツバクロ発生土置き場南端部からの距離 
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砂量の場合（図 １５、図 １６）と比較して、最大水深そのものは深くなります

が、発生土置き場の有無により、影響の違いは見られない予測結果となっていま

す。 

 Case４：上千枚沢深層崩壊（１５０万ｍ３）＋大井川及び各沢１００年確率洪水流

量＋ツバクロ発生土置き場なし 

 Case５：上千枚沢深層崩壊（１５０万ｍ３）＋大井川及び各沢１００年確率洪水流

量＋ツバクロ発生土置き場あり 

 

図 ５９ 椹島ロッヂ付近での最大水深予測結果（崩壊量１５０万ｍ３時） 

 

図 ６０ 椹島ロッヂ付近における崩壊量８５万ｍ３と 

１５０万ｍ３の場合の水深比較 
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・したがって、崩壊土砂量を１５０万ｍ３に増加させた場合でも、８５万ｍ３の場合

との結果の差は小さく、崩壊土砂量８５万ｍ３としたシミュレーションによって

崩壊の現象の傾向は十分確認できていると考えています。 
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F) ツバクロ発生土置き場の断層の影響 

・第１７回地質構造・水資源専門部会において JR 東海の提示資料からツバクロ発生

土置き場の直下に断層の存在の可能性が示されたことに対し、地質構造・水資源専門

部会委員よりこの断層がどのような特性であるかを把握すべきというご意見を頂き

ました。 

・ご意見を踏まえ静岡県、地質構造・水資源専門部会委員と合同で現地調査を行い、

断層の特性について、下記の内容を確認いたしました。（図 ６１） 

①現地調査において、ツバクロ発生土置き場の北側で露頭している断層面が確認さ

れ、ツバクロ発生土置き場の直下に断層が存在していることが確認できた。 

②現地調査及び資料確認により、ツバクロ発生土置き場直下の断層及び隣接する断

層の上の堆積層に変動が見られないことから、当該断層は活断層ではないことが確

認できた。 

③現地調査にて、ツバクロ発生土置き場北側に露頭している断層面の横向きのステ

ップや断層の角度から、当該断層は左横ずれ断層（蝶番断層）であることを確認で

きた。 

 

 

図 ６１ ツバクロ発生土置き場周辺の調査結果 
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・以上①～③より、ツバクロ発生土置き場直下の断層の特性について以下の３点が確

認できました。 

・ツバクロ発生土置き場の直下に断層が存在していること 

・当該断層は活断層ではないこと 

・当該断層は左横ずれ断層（蝶番断層）であること 

 

・以上の通り、ツバクロ発生土置き場の直下の断層は活断層でないことから、断層が

あることによるリスクは低く、発生土置き場の候補地として大きな支障はないと考

えています。確認できた特性の断層が規模の大きいツバクロ発生土置き場の直下に

存在することを踏まえ、盛土の設計上要する対応を検討しました。検討結果につい

ては、ｐ９９以降に記載しております。 
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 ３） 設計の基準 

・設計の基準は、「盛土規制法」ならびに「宅地造成及び特定盛土等規制法の施行に

当たっての留意事項について（技術的助言）」の施行通知で留意すべきとされる要

領である「盛土等防災マニュアル」を踏まえ、大規模な盛土であることも考慮の上

で、表 ４の条件で設計を実施しています。「盛土規制法」とは、盛土等による災害

から国民の生命・身体を守るため、従来の「宅地造成等規制法」の法律名を「宅地

造成及び特定盛土等規制法」に改正し、危険な盛土等を全国一律の基準で包括的

に規制するものです。なお、地震時の検討など、「盛土等防災マニュアル」で詳細

な設計手法や手順の明示がない事柄や、排水施設といった設計条件により施設規

模が変わる事柄については、表 ４のとおり鉄道や道路など重要インフラの設計基

準を参考に設計しています。 

・ツバクロ発生土置き場については、「盛土規制法」の許可権者である静岡市におけ

る静岡市中央新幹線建設事業影響評価協議会（以下、市協議会）での議論を踏ま

え、設計を進めました。そのうえで、地質構造・水資源専門部会委員の意見を踏ま

え、動的解析における盛土のひずみの発生状況とツバクロ発生土置き場直下に断

層があることを考慮した場合の感度分析を実施しました。 
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表 ４  ツバクロ発生土置き場設計条件 

 

 

 ４） 盛土の形状及び地震時の安定性 

 ア．盛土の形状 

・盛土の形状については、「 ３） 設計の基準」に基づき、通常土として静岡工区

から発生する掘削土総量を盛土する前提とした高さを設定しました。 

・ツバクロ発生土置き場の計画平面図及び断面図を図 ６２、図 ６３に示します。

約１４ｈａの面積に約３６０万ｍ３の盛土を造成する計画です。 

・盛土に伴い、現状の林道東俣線が盛土計画と重なることから、現林道と同様の高

さの位置に付替えを行う計画です。 

・また、「盛土規制法」では、排水施設を５年確率の降雨強度を用いて算定すること

とされていますが、本設計では、１００年確率の降雨強度に対応する排水施設の

検討を行ってきました。詳細は、「 ５） 排水設備」で詳述します。 
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図 ６２ ツバクロ発生土置き場 計画平面図 

 

 

図 ６３ ツバクロ発生土置き場 断面図 
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 イ．地震時の安定性（耐震設計） 

 ・「盛土規制法」および「盛土等防災マニュアル」において、「開発事業等において

造成される土木構造物等の耐震対策において、供用期間中に１～２度程度発生す

る確率を持つ一般的な地震（中規模地震）の地震動に際しては機能に重大な支障

が生じず、また発生確率は低いが直下型（例えば兵庫県南部地震など）又は海溝

型（例えば東海地震など）巨大地震に起因するさらに高レベルの地震（大規模地

震）の地震動に際して、人命、造成宅地及び農地等の存続に重大な影響を与えな

いことを耐震対策の基本的な目標とする」としております。 

 ・地震時の検討として、「盛土規制法」に則り盛土の安定性を確認するため、まずは

非常に強い地震動に対する円弧すべり法による安定解析（静的解析）を実施しま

した。加えて、ツバクロ発生土置き場が非常に大きな規模の盛土であることを鑑

み、盛土の復旧性を確認するため、非常に強い地震動に対する盛土の変位量の確

認（動的解析）の２つの解析を実施しました。おおまかな解析の流れを図 ６４に

示します。 
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図 ６４ ツバクロ耐震検討 フロー図 

 

〈非常に強い地震動に対する円弧すべり法による安定解析：静的解析〉 

・盛土の安定性検討について、「盛土規制法」および「盛土等防災マニュアル」を参

照し、さらに、第１４回市協議会以降に一部の委員および、公益財団法人鉄道総

合技術研究所より頂いたご意見を踏まえ、安定性検討の条件を設定しました。（表 

５） 
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表 ５  地震時の安定性検討条件 

項目 形状等 

ゆるみ、崩壊対策 既存地山の段切り（６０ｃｍ程度） 

層厚管理 １層の盛土高を３０ｃｍ以下 

地震の検討 設計水平震度Ｋｈ＝０．２５ 

盛土内水位 盛土高さの３分の１の位置 

計算手法 円弧すべり面法 

 

・また、「盛土等防災マニュアルの解説」において、大規模地震動で０．２５の設計

水平震度とし、すべり安全率１．０を確保する事で、概ね中規模地震動に対しては

すべりが生じない、大規模地震動に対しては限定された残留変位にとどめること

ができると考えられております。よって、設計段階では０．２５の設計水平震度に

対しすべり安全率１．０を確保することで、地震動に対して盛土構造物の大きな崩

壊や大きな沈下が発生しないよう設計します。 

・なお、設計水平震度Ｋｈ＝０．２５とは、地震により構造物に加わる力を静的な力

に置き換え検討するものです。通常の道路等の盛土を造成する際には、大規模地震

動としてＫｈ＝０．１６程度を適用8し設計しますが、本設計では約１．５倍とな

るＫｈ＝０．２５と設定した地震に対して設計をしています。 

・盛土材料は、これから掘削するトンネルの発生土のため、物性値は「鉄道構造物等

設計標準（土構造物）」に示される土質２を用いました。また、現地盤の物性値、

地下水位は現地の地質調査結果より算出しました。盛土材料、現地盤の物性値は

表 ６のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
8 道路土工 盛土工指針（平成２２年４月 公益社団法人 日本道路協会）Ｐ１２５による 
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表 ６  盛土材料と現地盤の物性値 

 Ｎ値 構成 
モデル 

γt 
(kN/m3) 

C 
(kN/㎡) 

Φ 
(°) 出典 

盛土材 － GHE-S 17 6 40.0 鉄道標準 

崖錐・沖積錐 22.3 GHE-S 18 － 35.1 JR 地質調査 

粘性土質礫層 17.8 GHE-S 18 － 32.9 JR 地質調査 

玉石砂礫層① 25.5 GHE-S 18 － 36.8 JR 地質調査 

玉石砂礫層② 38.1 GHE-S 19 － 43.0 JR 地質調査 

粘板岩  線形弾性 23 4100 29.4 JR 地質調査 

 

・一般的に盛土の安定性の検討は、設計断面で盛土の一部が円弧状に滑り落ちる

際に発生する力（起動モーメントと呼ぶ）に対し、抵抗する力（抵抗モーメン

トと呼ぶ）が上回っているかを確認します。地震時の検討は、横方向に設計水

平震度を強制的に与えることで、盛土がより崩れやすい状況にて設計上の安定

性を検討しています。 

・盛土の地震時の安定性の検討では、市協議会委員のご指導を踏まえ、また「盛土

規制法」および「盛土等防災マニュアル」に基づき、盛土の高さの３分の１の高

さに静水圧を設定しました。 

・地質調査結果を用いてＦＬ法9による液状化検討を実施したところ、地表から深さ

１０ｍ程度下の粘性土質礫層（厚さ１．５ｍ程度）においてＦＬ値＝０．２１と

なり、液状化する可能性があるという結果が得られたため、当該地層の液状化を

考慮しました（表 ７）。なお、盛土材料については鉄道構造物等設計標準（土構

造物）に則り締固め度９０％以上として施工管理するため、液状化を考慮してお

りません。上記を踏まえ、以下の４ケースで安定検討を実施しました。 

①盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、液状化の可能性が考えられる

地層に過剰間隙水圧10（過剰間隙水圧比11１．０）を設定し、地震時の水平力（設

計水平震度）ｋ＝０とした場合の円弧すべり 

②盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、地震時の水平力（設計水平震

                                                   
9 ボーリングから得られるＮ値と粒度分布をもとに液状化安全率（ＦＬ）を導出し液状化の危険度判定を行う手

法。ＦＬ値が１以下の場合、液状化する可能性があると判定する。 
10 地震時に地層が繰り返しせん断応力を受け、体積変化することにより上昇した、初期の間隙水圧からの増分。 
11 過剰間隙水圧/初期有効応力から求められる。過剰間隙水圧と初期有効応力が等しくなる時、当該箇所で液状

化が発生しているといえる。 
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度）ｋ＝０．２５とした場合の円弧すべり 

③盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、液状化の可能性が考えられる

地層に過剰間隙水圧（過剰間隙水圧比１．０）を設定し、地震時の水平力（設

計水平震度）ｋ＝０とした場合の複合すべり12 

④盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、地震時の水平力（設計水平震

度）ｋ＝０．２５とした場合の複合すべり 

・その結果、いずれの場合においても安全率を満足し、盛土が安定することを確認

いたしました（図 ６５）。 

 

表 ７  ＦＬ法計算結果 

 

 

                                                   
12 すべり面が単一の円弧ではなく、円弧と直線などの複数の形状で構成されているもの。 
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図 ６５ 盛土円弧すべり安定検討結果 

 

・また、第１８回市協議会にて、委員よりのり尻侵食時の盛土の安定性について意

見を頂きました。そこで、盛土が仮にのり尻部から８ｍの高さまで侵食された場

合の盛土自体の安定性を検討するため、円弧すべり法による安定計算を実施いた

しました。計算の条件としては降雨に伴い盛土内の水位が天端まで上昇した場合

を想定しています。また、円弧すべりにおける安定性を確保するため、護岸の設

置に加え、法面の表面付近へ鉛直方向に２．４ｍ間隔、奥行き方向に１０ｍ延長

で、表 ８と図 ６６に示す面状補強材（ジオテキスタイル GT-650-1）による補強
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を実施した場合の計算を行いました。結果を図 ６７、図 ６８に示します。 

表 ８  計算に用いた補強材の諸元 

 

 

 

図 ６６ 面状補強材イメージ 
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図 ６７ 土石流により法尻が侵食された場合の円弧すべり検討結果（補強前）

 

図 ６８ 土石流により法尻が侵食された場合の円弧すべり検討結果（補強後） 

面状補強材 
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・すべり線が深い位置を通過する結果となった場合、法尻の地盤改良や擁壁の設置

等を実施いたします。ツバクロ発生土置き場においては、隣接するドロノキ群落

など法尻周辺の生態系への地下水の供給を妨げないよう、面状補強材による盛土

の補強を考えております。 

・面状補強材（ジオテキスタイル）は鉄道を含む多くのインフラ設備や盛土で一般

的に使用される補強工法です。想定されるすべり線を横切る形に面状補強材を敷

設する事で、すべり破壊に対して面状補強材の引張抵抗力が作用し、盛土の安定

性を高めることができます。 

・面状補強材にはグリッド系のものや織物系のものなど、多様な種類があり、施工

箇所の環境や求められる性能によって使い分けることが重要です（図 ６９）。ツ

バクロ発生土置き場においては、必要な引張強度や施工性を鑑み、織物系の面状

補強材を使用する事を考えております。 

 

図 ６９ 面状補強材の種類 

 

・織物系の面状補強材は、柔軟で軽量なポリエステル素材でできており、土との密

着性に優れます。また、織物と同じように繊維が縦横に編み込まれた構造である

ため、盛土の管理上問題ない程度の透水性の確保が可能です。 

・幅数ｍ程度のロールを奥行き方向に転がし、ラップさせながら横方向に並べてい

くことで、徐々に盛土の必要面積に対し敷き詰めていく流れで施工します。（図 

７０）。 
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参考：高強度ジオテキスタイルエーステックス技術資料 前田工繊株式会社 

図 ７０ ジオテキスタイル敷設作業イメージ 

 

・補強がない場合には、盛土の一部で安全率が１．０を下回りますが、法面に補強

を施すことで、円弧すべり法による解析の結果すべてのケースで安全率１．０以

上を確保できる結果となり、「盛土規制法」に求められる豪雨時の安定性を満たし

ていることが確認できました。よって、図 ６５でお示しした円弧すべり法による

解析結果と併せて、常時、大地震時、豪雨時それぞれの場合における安定性につ

いて、「盛土規制法」に求められる性能（安全率）を満たしていることを静的解析

から確認できました。 

 

・施工時及び工事完了後は通常時に地下水位の状況を監視しつつ、排水機能の低下

がみられる場合は追加の水抜きボーリング等を行うことによって排水機能を確

保し、豪雨時の地下水位の上昇を抑制する工法などを引き続き検討いたします。 
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〈非常に強い地震動に対する盛土の変位量の確認：動的解析〉 

・ツバクロ発生土置き場の盛土が大規模であることを考慮し、前述の静的解析に加

え、設計耐用期間内に発生する確率は低いが、非常に強い地震動が発生した際の

復旧性を確認するため、変位量の確認を行います。変位量を確認する詳細な手法

や手順については盛土等防災マニュアルに記載がないため、「鉄道構造物等設計

標準（耐震設計）」を参考に検討を行いました。 

・動的解析では、盛土の変位量の確認を目的とし、 

①：ＦＥＭを用いた動的解析による地震波の確認（加速度の変化を確認） 

②：①より確認される波形を用いたニューマーク法による計算（加速度から変化量

を算定） 

の手順により検討を実施いたしました。 

 

①ＦＥＭ（有限要素法）を用いた動的解析による地震波の確認 

・ＦＥＭ動的解析は、設計対象範囲を格子状モデルに分割し、盛土全体の不均質性

や材料の性能低下を表現した動的解析を実施することで、盛土内における地震波

の増幅傾向を確認することができます。 

・この解析は、鉄道の他空港や港湾といった重要インフラの設計で主に実施される

ものです。 

 

・ツバクロ発生土置き場の検討においては、鉄道構造物等設計標準（耐震設計）に

基づき図 ７１の時刻歴波形の地震動（ｍａｘ＝９４４ｇａｌ）を入力して実施

しております。この波形は、既往の調査で確認された横ずれ断層や逆断層を含め

た多様な断層による地震（表 ９）を概ね包含する形でＭｗ（モーメントマグニ

チュード）７．０程度の内陸活断層による地震が直下で発生した場合13の地震動

を想定し設定されたものです14。具体的には、①過去日本国内で発生した内陸活

断層による地震記録を収集（記録数：１５２）②基盤面までの深度に合わせて地

震波を補正③地震規模を震源距離等に基づき補正④非超過確率９０％を満足す

るように地震波形加速度ごとの周期等を補正、との手順を経ることで、想定した

                                                   
13 地震規模は Mw＝7.0 の地震が直下で発生した場合を想定しているが、既往の調査で地表面の数 km には地震

を起こしにくい領域があるとされており、地表に断層面が現れている場合でもこの範囲で応力降下がほとんど発

生していないことが指摘されており、鉄道構造物等設計標準において断層最短距離は３km と設定している。 
14 鉄道構造物等設計標準に則り、海溝型地震（ｍａｘ＝５２４ｇａｌ）を想定したスペクトルⅠ地震動による

概略計算も行ったが、内陸活断層による地震が直下で発生した場合を想定したスペクトルⅡ地震動による計算結

果がより厳しいものであったため、スペクトルⅡによる検討を深度化した。 
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地震規模の観測記録に対して一定の非超過確率を有する構造物が設計可能な設

定となっております。このスペクトルを用いた解析を行う事で、ツバクロ発生土

置き場において考えられる非常に強い地震動に対しても安全性が確保できるか

の検討が可能となります。 

 

※鉄道設計標準（耐震設計編）P47 解説図 6.4.7 

図 ７１ 設計に用いた地震動の時刻歴波形 

表 ９ 地震動の設定に用いられた地震の一覧 

※鉄道設計標準（耐震設計編）P226 付属表 6.3.1 

 

・なお、「鉄道設計標準（耐震設計）付属資料６-２」に掲げられている資料より得

られる活断層調査結果のほか、産総研や活断層研究会、防災科研が実施している

既往の調査によれば、ツバクロ発生土置き場周辺にＭｗが７．０を上回る主要な

活断層の記載はないことを確認できました。（図 ７２～図 ７５）。したがってツ

バクロ発生土置き場はＭｗが７.０よりも大きな内陸活断層による地震に見舞わ

れる可能性は低いと考えられ、前述の通りＭｗ７．０程度の内陸活断層による地

震を想定した検討を行っており、「盛土規制法」における大規模地震動を想定で
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きていると考えています。 

 

 

※鉄道設計標準（耐震設計編）P２１８解説図 6.２.１ 

図 ７２ スペクトルⅡの想定規模を上回る地震が想定される活断層 
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※新編 日本の活断層 P２０２ 甲府 に一部追記 

図 ７３ 活断層研究会の調査結果 

 

 

※産業技術総合研究所 HP 活断層データベースに一部追記 

図 ７４ 産業技術総合研究所の調査結果 
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※防災科学技術研究所 HP 地震ハザードステーション（J-SHIS MAP）に一部追記 

図 ７５ 防災科学技術研究所の調査結果 

 

・解析モデルは、これまで実施した地質調査結果を用い現地盤の物性値を設定しま

した（表 ６）。モデル化の範囲は、市協議会委員のご指導を踏まえ盛土背後の地

山斜面を追加して図 ７６の範囲としました。 

 

 

図 ７６ ＦＥＭ解析に用いたモデル 

 

・ＦＥＭ動的解析にあたっては、先に述べた内陸直下型地震動（約９４４ｇａｌ15、

２Ｅ波形16）を入力し、盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、地質調査

                                                   
15 表６の記載と同じ内陸直下型地震動を想定しているが、表６の検討においては鉄道構造物等設計標準（土構造

物編）に則りニューマーク法に適用させるために補正した波形を用いており、最大ｇａｌが異なる。 
16 地震波は震源から伝播する入射波（Ｅ）と反射波（Ｆ）の和（Ｅ＋Ｆ）と定義される。今回の検討において

は、地盤条件によりＥ＝Ｆとなり、Ｅ＋Ｅ＝２Ｅの波形となる。 

拡張範囲 
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結果を用いたＦＬ法による液状化検討結果（表 ７）から、液状化する可能性があ

る地層に過剰間隙水圧を設定したモデルを用いたレベル２地震動解析を実施し、

盛土内の各格子の節点における時刻歴の水平加速度を確認いたしました。 

 

 

・解析の結果、地震動を受けた盛土の法肩部を中心に約５ｍの範囲で、最大の水平

加速度が基盤部の入力加速度に対し約１４％程度増幅（最大約９４４ｇａｌ→約

１，１０４ｇａｌ）することを確認しました（図 ７７、図 ７８）。 

  

 

図 ７７ レベル２地震動における最大水平加速度・鉛直加速度 
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図 ７８ レベル２地震動解析結果 

 

②ニューマーク法を用いた盛土の変位量の確認 

・確認できた地震波を用い、ニューマーク法による計算を行うことで、変位量を求め

ることができます（図 ７９）。なお、「鉄道設計標準（土構造物）付属資料１７―２」

に掲げられている資料によれば、「ニューマーク法は厳密な方法とはいえないが、

計算に必要なパラメータが少ないこと、理論の簡明さに比して妥当な結果を与える

こと、結果の解釈の容易であることなどの理由により、盛土の耐震性能を照査する

うえで有効な手法である」と記載されております。 

 

 

図 ７９ ニューマーク法の概念図 

 

・当該解析から得られた増幅後の水平加速度を用いて、鉄道構造物等設計標準（土

構造物）に基づき図 ６８にお示しした補強計画におけるニューマーク法による変
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位量を確認したところ、変位量は約３．６ｍという結果となりました。（図 ８

０） 

 

図 ８０ ニューマーク法による変位量計算結果（変位量約３．６ｍ） 

 

・地震時の盛土の変位量の妥当性の参考として、「盛土規制法」の改訂に伴って策定

された「盛土等防災マニュアルの解説」において、残留変位と盛土斜面の長さの

比を概ね２．５％以下とした場合に大規模地震動に対して限定された残留変位に

とどめることができるとされております。これに相当する残留変位（約３．４

ｍ）（図 ８１）と比較するとニューマーク法の解析から得られた３．６ｍという

変位量は大きな変位量となっています。そのため、変位量を抑え復旧性を高める

ことやすべりを想定した土塊の変位を抑制することを目的に、高強度の補強材

（面状補強材 GT-650-1：表 ８参照）で補強を行う検討をいたしました。 
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図 ８１ 残留変位量の算定 

 

・面状補強材を法面の表面付近へ鉛直方向に２．４ｍ間隔、奥行き方向に１０ｍ延

長の敷設に加え、小段１段（５ｍ）ごとに奥行き方向１２０ｍ延長の敷設を追加

する形にて補強計画を修正したうえで、改めてニューマーク法による確認をした

ところ、変位量は約２．２ｍとなりました（図 ８２）。 
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図 ８２ ニューマーク法による変位量計算結果（変位量約２．２ｍ） 

〈まとめ〉 

・円弧すべり解析により、「盛土規制法」で求められる安定性の基準を満たしている

ことを確認いたしました。 

・加えて、ニューマーク法による解析により、Ｍｗ７．０程度の内陸活断層による

地震を受けた際の変位量は約２．２ｍであることを確認いたしました。 

・下記の理由から盛土の復旧性は確保され、妥当な設定であると考えております。 

①「盛土規制法」の改訂に伴って策定された「盛土等防災マニュアルの解説」［Ⅰ］

Ｐ１２４において、残留変位と盛土斜面の長さの比を概ね２．５％以下とした場

合に大規模地震動に対して限定された残留変位にとどめることができるとされ

ており、これに相当する残留変位（約３．４ｍ）より小さな値に収まっており、

前述の通り安定性も確保できていることから、大破壊には至らないと考えます。 

②盛土は河川から１０ｍの離隔を確保しているうえ、補強材を設置していることに

よりすべりを想定した土塊の変位が抑制されます。よって盛土が流出して河川を

支障し周辺環境へ影響を与えるリスクは小さいと考えます。 

③大きな地震が発生した場合には、盛土の状況を速やかに点検します。点検の結果、

崩壊等を確認した場合には、静岡県、静岡市等に報告するとともに、地権者の意

向を確認し、崩壊土砂の撤去や道路の復旧の対応などを行います。復旧に向けて



９６ 
 

は、周辺環境の変化による影響への対応も考慮し、予め近隣へ資機材を配備する

等、必要な準備を行います。 

 

・なお、盛土完了後も、引き続き土地の管理や通行等に使用し、人が常時滞在する

ような活用は考えておりません。 

・また、トンネル掘削土を複数の発生土置き場に分散して配置することで、結果的

にツバクロ発生土置き場への土砂搬入量を抑制し、盛土高さを可能な限り低減す

る（例えば、１段５ｍを基本としている盛土の段数を減らす、等）ことにより、

さらに安定性を高めてまいります。 

 

・以上の設計については、「盛土規制法」等の基準に適合しており、事業者としては

妥当な設計であると考えています。なお、将来的にトンネル掘削土の物性値が確

認できた時点において、前述の低減した盛土高さ等の条件を反映し、今回お示し

した安定検討及びＦＥＭ動的解析の再解析、ニューマーク法による変位量の再確

認をいたします。また、その物性に応じた最適な解析プログラム（GEOASIA 等）

により解析を行い、改めて地震時の盛土の変位状況を確認いたします（図 ８３）。 
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図 ８３ 工事着手後の再解析の流れイメージ 
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【GEOASIA とは】 

・ALL SOILS ALL STATES ALL ROUND GEO-ANALYSIS INTEGRATION（略

称：GEOASIA®（ジオアジア））は、名古屋大学地盤研究グループにより開発さ

れた地盤解析技術です。 

・土骨格の働きに着目して土骨格の力学挙動を記述する弾塑性モデルをもとに、盛

土載荷や地震など、地盤に作用するさまざまな外乱の時系列において、地盤に何

がどのように起こるのか、変形か破壊か、破壊のあとにはどうなるかなど、「土質

試験」のデータと考えられる外力形態をそのまま入力することで解析を行う技術

です。 

・砂から粘土まで、中間土や人工処理土まで、あらゆる土と地盤を対象とし、変形

から破壊まで、あるいは液状化から圧密まで、あらゆる力学状態において、静的

と動的を問わずあらゆる種類の外力を対象とした解析が可能である点が大きな

特徴です（図 ８４）。 

 

参考：ジオアジア研究会 

図 ８４ ジオアジアを用いた解析結果のイメージ 

 

・静岡県内においても、富士山静岡空港滑走路端安全区域（RESA）の高盛土の耐

震性の検証や熱海市の逢初川土石流災害の検証において、活用事例があります。 
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 ウ．地質構造・水資源専門部会委員のご意見を踏まえた検討 

A) ご意見の概要 

・ツバクロ発生土置き場の地震時の安定性については、これまでの地質構造・水資

源専門部会及び対話の中で、周辺地形に関して次のとおりご意見を頂きました。 

①動的解析におけるひずみの発生状況 

ニューマーク法による盛土の変位量の確認のみでは盛土が破壊状態か否かの評

価が難しい。動的解析の過程で確認できる盛土内のひずみ等、変位量以外の分

布も確認するとよい。 

②断層による地質形状の変化による影響 

ツバクロ発生土置き場直下に活断層ではない左横ずれ断層（蝶番断層）の存在

が確認されたことを踏まえ、地層形状の急激な変化や断層を境界にした物性の

違いが地震時に盛土へ与える影響を確認する必要がある。 

 ・そこで、地質構造・水資源専門部会委員と検討方針について調整し、①は既往

の解析結果（ＦＥＭ解析）におけるひずみの発生状況を確認し、②は地質形状

や地質の物性が大きく異なっていた場合の地震動に与える影響を感度分析し確

認いたしました。 

 

B) 動的解析におけるひずみの発生状況 

・これまでご説明した内容において、円弧すべりの検討及びニューマーク法による

変位量の確認により、盛土は変形するが、安全性と復旧性は確保できることを確

認してまいりました。 

・今回実施したＦＥＭ解析において、加振後の時刻ごとに盛土におけるひずみの発

生状況を確認いたしました（図 ８５）。 

 
図 ８５ 最大せん断ひずみ発生状況 
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・ツバクロに使用予定の盛土材料の破壊ひずみは現時点では不明ですが、参考とし

て、土質３17（今回お示しした解析の入力条件よりも物性値の弱い盛土材）を想定

した既往の研究18の結果と比較しても、大破壊には至らず安全性を確保できる変形

に抑えられると考えております（図 ８６）。 

 

図 ８６ 模型実験における破壊ひずみ発生状況 

 

                                                   
17 鉄道構造物等設計標準・同解説 土構造物編（鉄道総合技術研究所編）によると、土質３は細粒分が 15％以

上を占める礫質土や砂質土を想定して設定されている設計用値です。一方、ツバクロの盛土は岩ズリを想定し

た、土質２の設計用値を用いて解析を実施しております。 
18 井澤 淳，土井達也，伊吹竜一，上村健太郎，スレン ソッキアン: 損傷過程を考慮可能な鉄道盛土の地震時性

能照査法に関する基礎的検討,2023 年 
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・また、大崩壊には至らないと考えられるため、時間をかけた図 ８７のような崩土

撤去や林道の修繕等により対応することは技術的に可能と考え、復旧性も担保で

きると考えています。 

 
図 ８７ 崩土撤去等の対応イメージ（再掲） 

 

・ここでは参考として土質３を想定した破壊ひずみの発生状況と比較しています

が、盛土材料によっては破壊時せん断ひずみが土質３と異なる可能性がありま

す。また、今回実施したＦＥＭ解析は、あくまで図 ８２にお示ししたニューマー

ク法のための地震波形の確認のために条件を設定したものであり、ひずみ量を直

接評価するために実施したものではありません。加えて、今回ご紹介した既往の

研究は高さ１５ｍ程度の盛土を対象としたものである点も留意が必要です。 

・そこで、将来的に盛土材料が確認できたタイミングで、圧密試験等で破壊ひずみ

を確認し、同時期に実施する解析（GEOASIA 等）の結果と比較し、破壊状況や

その対応の再確認を実施することを考えています。 

 

C) 断層による地質形状の変化による影響 

・Ｐ７１で記載のツバクロ発生土置き場直下の断層が地震時に盛土へ与える影響を

確認するため、既往の調査結果を踏まえ、断層を想定したモデルを用いたＦＥＭ

解析による感度分析を実施いたしました。しかし、これまでの調査結果ではツバ

クロ直下の断層の詳細な位置や断層を挟んだ両側における物性値の違いは確認

できていないため、１．地層形状の変化による影響、 ２．地層の物性の変化によ
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る影響の二つの観点から、解析を実施しております。 

 

・まず、断層が存在することによる地層の形状の変化に伴う地震動の影響を確認い

たしました。断層の正確な位置は確認できていないため、既往のボーリング調査

において基盤面（粘板岩層）が確認された深さをもとに、以下の３ＣＡＳＥを想

定し、盛土内の各格子の節点における時刻歴の水平加速度の変化状況を確認する

感度分析を実施いたしました（図 ８８）。 

＜ＣＡＳＥ①：調査結果からの断層想定位置、②：断層が想定より山側の場合、

③：断層が想定より河川側の場合＞ 
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図 ８８ 感度分析使用モデル 
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・図 ８９、図 ９０に示すとおり、この解析により、従来の解析結果（図 ７８）と

比較し次の結果が確認できました。 

 ・最大水平加速度は従来の解析時は１１０４ｇａｌである一方、断層想定後の最

大水平加速度は１１０１～１０９２ｇａｌ 

 ・波形の増幅傾向や、最大水平加速度を記録する時刻は従来の解析結果とＣＡＳ

Ｅ①～③でほとんど変わらない。 

 ・盛土内の加速度分布には若干の差がみられるが、最大加速度や変位量の分布位

置（天端法肩部、法尻部）に違いは見られない。 

 ・同様に、地震後の盛土内のひずみ分布も変化していない。 

 

 

図 ８９ 地震波形重ね合わせ状況（法肩部） 
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図 ９０ ＣＡＳＥごとの解析結果 

 

・続いて、断層が想定される位置の左右で基盤（粘板岩層）の物性値を同一と想定

して解析しておりますが、物性値が異なっていた場合の地震動への影響について

感度分析を実施いたしました（図 ９１）。 
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図 ９１ 物性値の変更イメージ 

 

・物性値の設定にあたっては、山側の物性値の現地調査結果が無いため、本解析は

あくまで感度分析であることを鑑み、静岡工区の既往の調査で得られた粘板岩層

の試験結果をもとに最大及び最小の値を用い、下記の場合分けをそれぞれ検討い

たしました。 

 ＣＡＳＥ①：断層想定位置で山側と河川側の基盤面物性値を変更しない（上記

解析におけるＣＡＳＥ①と同等） 

 ＣＡＳＥ①-Ａ：断層想定位置で山側の物性値を既往調査結果の最大値に設定 

  ＣＡＳＥ①-Ｂ：断層想定位置で山側の物性値を既往調査結果の最小値に設定 

 

 ・感度分析の結果、図 ９２、図 ９３に示すように下記の結果が確認できました。 

 ・ＣＡＳＥ①Ａにおける最大水平加速度は天端で確認された１１０１ｇａｌであ

る一方、物性値変更後の同じ箇所の最大水平加速度は１１０７～１１７１ｇａ

ｌ（６％程度の違い）。 

 ・波形の増幅傾向や、最大水平加速度を記録する時刻は３ケースでほとんど変わ

らない。 

 ・盛土内の加速度分布には若干の差がみられるが、最大加速度や変位量の分布位

置（天端法肩部、法尻部）に違いは見られない。 
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図 ９２ 地震波形の変化状況 

 

 



１０８ 
 

 

図 ９３ 地震による加速度の変化状況 

 

・以上より、ツバクロ発生土置き場の直下の左横ずれ断層の影響によりツバクロ直

下の地形地質に変化があった場合でも、これまで実施している地震時の安定性検

討の結果への影響はほとんどないことが分かりました。 

・感度分析の結果から、ツバクロ直下の断層の位置や物性値の違いに応じた地震時

の解析結果には大きな影響はないと考えております。一方で、盛土の保守管理や地

震が発生した後の点検（ｐ１８１）においては、ツバクロ直下の断層の存在を考慮

したうえで、進めてまいります。 
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 ５） 排水設備 

・「設計の基準」に基づき、表面排水（小段排水工，のり面排水工，のり肩排水工，

地山接続排水工）、盛土内排水（縦排水工，水平排水工，水平排水層）、地下排水

（雨水排水工、地下排水工、基盤排水層）の計画を図 ９４～図 ９６に示します。

地下排水計画につきましては、第１４回市協議会以降に委員の皆様より頂いた

「現地の水の流れる経路や盛土背後の沢状の地形を考慮すべき」というご意見を

踏まえ、地山側の排水機能を増強するため、地下排水工の設置範囲を修正しまし

た。 

 

 

図 ９４ 排水設備計画（盛土表面） 
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 図 ９５ 盛土内排水及び地下排水計画図 

 

 

   

図 ９６ 排水設備計画断面図 

 

 

・排水施設の規模を決定する要素に、降雨強度があります。降雨強度とは、構造物
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が設計される地域において、ある一定期間に降った雨が１時間降り続いたとして

換算したものであり、降雨強度式により算出します。 

・「盛土規制法」に拠れば、５年確率における降雨強度（最大１４０ｍｍ／時程度）

以上で設計することが定められており、この降雨強度に対し２割程度の排水余裕

を見込むことと記載されています。 

・一方、静岡県中央新幹線環境保全連絡会議において、「各法条例の技術基準は、必

要最低限の性能を規定しているものであり、ツバクロ発生土置き場のような大規

模盛土では、より安全側な検討を行う必要がある」とのご指摘を頂いており、さ

らに安全側な１００年確率の降雨強度（１８０ｍｍ／時程度19）に対し、２割の

排水余裕を持たせることで、より安全な設計を行いました。設計における１００

年確率降雨強度は静岡県中部の雨量により算出しておりますが、山間部の井川の

雨量の観測記録と比較しても、十分な排水能力が確保できていることを確認して

います。 

・「盛土規制法」では、雨水その他地表水を排除するために必要な設備や盛土区域内

の地下水を排除するために必要な設備として盛土と現地盤の間の地下水排除工

等を設置することが記載されています。 

・ツバクロ発生土置き場では、「盛土規制法」に記載された排水設備に加え、盛土内

の地下水をより確実に排出し、また、地下水位や盛土内の水位を観測するための

設備として、縦排水工を追加で設置します。（写真 ３） 

・盛土には前述の排水設備のほか「盛土規制法」および「盛土等防災マニュアル」

に基づき、各種排水設備を設置し、盛土に降った雨水や盛土内部に浸透した水を

適切に排水することにより安定性を確保するとともに、スレーキング20による強

度の低下などを防止できます。 

・また、盛土内の排水計画について、「盛土等防災マニュアル」や「ＮＥＸＣＯ設計

要領」をもとに処理水量の条件等を確認のうえ、現地の水の流れる経路や盛土背

後の沢状の地形の延長線上など、地形判読の結果を考慮し、現地盤に地下排水工

を設置しました。具体的には、現地で確認された谷地形（集水地形）を目がけて

配管位置を設定し、大井川沿いの水溜まり地形（ワンド地形）やドロノキ群落へ

の地下水の供給を考慮した集水範囲や放流口の位置としました。また、降雨等が

                                                   
19 気象庁によると、1976 年の記録開始以降、最寄りの観測地点である井川には一度も 180 ㎜/h に相当する雨は

降っていない。（最大で１０分辺り２２ｍｍであり、２２×６＝１３２ｍｍ/ｈ程度と考えられる） 
20スレーキング： 塊状の物質（土塊や軟岩）が乾燥、吸水を繰り返すことで、細かくバラバラに崩壊する現

象。 



１１２ 
 

盛土内に湛水して盛土が崩れないよう、小段部分に水平方向へ水を排水できるよ

うな設備を設置する設計としました。 

・地下排水及び沈砂池からの放流高さや形状等については、施工時の地形や地下水

の浸出状況を確認の上、地形の窪んだ部分に水が集まるよう配慮するとともに、

法尻構造物や巨石の配置を工夫することなどと合わせ、新たな生息環境の創出を

促進するよう計画してまいります。なお、図面上の配置計画だけでは表現しきれ

ない部分がありますので、施工時は現地の状況を専門家や河川管理者等にもご相

談のうえ、進めてまいります。 

・図 ９４～図 ９６及び写真 ３に示す排水設備それぞれの役割について、以下に

概要を示します。 

＜表面排水＞ 

・盛土上に降った雨水は、盛土上にのり肩排水工やのり面排水工、小段排水工の排

水設備に導水し、流末へ流します。 

・盛土の背面に降った雨水については、地山接続排水工により適切に集水し、流末

へ流します。 

＜盛土内排水＞ 

・盛土内へ浸透した雨水は、水平排水工により水平方向に導水し縦排水工に接続し、

縦排水工から盛土下部へ導水します。盛土下部では雨水排水工へ接続し、適切に

流末へ流します。 

・各排水工は、大きな土圧荷重を受けるため、排水設備が土圧で潰れないよう、高

耐圧管路により計画します。 

・盛土法面付近で浸透する雨水に対しては、盛土で概ね５ｍ毎に設ける小段に対し、

水平排水層を設置し小段排水工へ導水します。 

 

写真 ３ 水平排水工及び縦排水工の例  
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＜地下排水＞ 

・雨水排水工を設置し、盛土内に浸透した雨水を縦排水工や水平排水工を通じて、

盛土下部で適切に流末へ流します。 

・盛土下部の現地盤、現地の水の流れる経路および盛土背後の沢状の地形の延長線

上など、さらに既存地山の段切り部から盛土内へ浸透しようとする地下水に対し

て、現地盤との境界部および段切り部に地下排水工や基盤排水層を設置し、地下

水や浸透した雨水が盛土の下部付近に湛水して盛土が不安定にならないよう、適

切に水を流します。 

・これら排水設備を組み合わせ、雨水等を流末までネットワーク的に水を流すこと

により、安全な盛土としての計画を進めています。 

＜沈砂池＞ 

・排水は降雨によってのみ生じるため、濁っている河川への放流となり、自然の変

動範囲に影響は与えませんが、環境への影響をより小さくできるよう、法尻部に

沈砂池を設置し、排水設備により集水した雨水に混じる土砂を沈殿させるなど、

できる限り濁りを低減させたうえで、大井川へ放流します。 

・沈砂池は「盛土等防災マニュアルの解説」に基づき土砂を貯留できる構造とし、

沈砂池に溜まる土砂は１か月に１回程度浚渫する等、適切に維持管理する計画と

しています。また沈砂池からの放流口についても、盛土内の排水計画と同様に現

地環境に配慮した位置としました。 

 

 ６） 法尻構造物 

・図 ９７のとおり、盛土の開始位置は、河川境界から１０ｍ以上離した位置から計

画しており、河川との離隔を十分に確保しています。さらに大雨等による河川増

水の検討として、国の大井川水系河川整備基本方針に則り、１００年確率の流量

が大井川で流れた際の水位の高さに１ｍの余裕を見込んだ高さまで、法尻構造物

を設置する設計としました。 
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 図 ９７ 盛土法尻構造物詳細図 

・法尻構造物は、１００年確率の流量が大井川で流れた際の水位の流速に耐える構

造で計画するとともに、のり面の傾斜を考慮した背面の盛土による安定検討を行

いました。また、市協議会のご意見を踏まえ、洗掘対策として「建設省河川砂防

技術基準（案）同解説」などを参考に根入れを追加する計画とします。加えて環

境への配慮として、現地形の地下水の流れを変え、周辺の植生などへの水の供給

状況に影響を与えないよう通水性を確保するため、ふとんかご21をのり面に設置

し、鉄道構造物等設計標準（土構造物）を参照し、面状補強材を用いてふとんか

ごと盛土を一体化する構造としました。 

・さらに、景観に配慮し、法尻構造物の前面には現場周辺で採取した岩石を使用し

巨石張りを実施する計画です。 

・法尻構造物や巨石張りに使用する材料は、河川や周囲の環境を改変しないよう配

慮しながら、大井川上流域で採取したものを使用する計画です。 

 

 ７） 工事中の対応 

 ア．工事中の排水 

・発生土置き場における工事中の対応イメージを図 ９８に示します。 

降雨時等において発生土置き場から発生する雨水等は、沈砂池に集水のうえ適切

に処理したうえで、河川等へ流します。 

・発生土置き場については、盛土を行う際、一定の高さごとに小段を設けて盛土し

                                                   
21 鉄線で編んだ籠の中に石を詰め、その上から蓋籠を被せた構造 
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ていきます。小段毎に小段排水工や水平排水層を設置するほか、縦排水工や水平

排水工により雨水等が発生土に浸透する前に集水し、雨水排水工へ導水して沈砂

池に集めて、適切に水を流すことにより、工事中の盛土の安定性を確保します。 

・沈砂池に集水することにより、降雨時等における濁水の発生を抑制していきます。 

・これまでの調査において後背地からの常時流水は確認されておりませんが、豪雨

時等、現場へ多量の水の流入があった場合、濁水発生の原因となります。そこで、

工事期間中盛土上部では、シート養生を行い、施工段階の雨水による洗掘を防止

するほか、施工時には仮設沈砂池を設け、盛土上部の雨水を適切に集水するとと

もに、濁水の発生を抑制します。また、地山表面からの雨水が盛土内に流入する

事を防ぐため、造成範囲の外周に仮設排水工を設置し、適切に排水します。 

 

 

図 ９８ 工事中の対応イメージ 

 

・現地盤との境界部では、地下排水工、基盤排水層及び段切り部の地下排水工を設

置して地下水を導水するとともに、降雨等が盛土内に湛水して盛土が不安定とな

らないよう、盛土内の浸透水を適切に流末へ水を流します。 

・これらにより、施工期間中も雨水を速やかに排水し、既存地形の安定を確認のう

えで、安全に施工を進める計画です。 

 

 イ．施工管理 

・主な盛土材料はトンネル掘削土（岩ずり）ですが、トンネル掘削箇所から発生土

置き場への運搬や盛土の施工性を鑑み、必要により機械で粒径を調整し破砕する

ことを考えております。 

・盛土の施工に先立ち、地盤の処理・整地が完了した盛土施工範囲において試験施
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工を行い、施工機械の選定と組合せ、適正含水比の範囲等、施工方法の詳細を確

認いたします。 

・盛土の締固めは、「盛土規制法」、「盛土等防災マニュアル」等に基づき１層の仕上

がり厚さを３０ｃｍ以下とするとともに、締固め度Ｄｃ＝９０％となるように転

圧を行います。 

・試験施工により、沈下が収束して沈下増加量がほぼ０となる転圧回数、仕上がり

厚さ等の施工方法を確認のうえで、盛土を施工します。転圧回数の管理はＧＮＳ

Ｓ22搭載ローラーを使用する予定です。また、締固め度の確認として、粒形の大き

な盛土材料にも適用可能な自動走査式ＲＩ密度計を用いた計測管理などの導入

も検討します（図 ９９）。これらの新技術により、盛土の品質低下につながるよ

うな人為的なミスを防止でき、盛土全体の性状が均質であることをより確実に担

保できると考えております。 

 

参考：大成建設株式会社 技術センター 

図 ９９ 締固め度自動計測システムのイメージ 

                                                   
22 Global Navigation Satellite System（全球測位衛星システム）の略称。人工衛星を利用して地上の現在位置

を計測することが可能。 
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・作業にあたっては盛土材料の含水比等が作業に適した状態であることを確認いた

します。確認の結果、必要に応じ盛土材料に散水するなど、適切な含水比となる

よう調整します。 

・面状補強材を敷設する箇所においては、仕上がり面に不陸が生じないように盛土

材を平均に敷き均しを行います。また、尖った礫が面状補強材を損傷しないよう、

必要により粒度を調整します。 

・運搬車両等の走行路を固定すると盛土体の締固めが不均一になる恐れがあるので、

運搬車両の通路を適宜変更いたします。 

・現地盤と盛土の接続部は、６０ｃｍ程度の段切（現地盤を階段状に成形すること）

を行い現地盤と盛土の密着を図ります。 

・なお、今回ご説明した粒度の調整や転圧回数の管理、試験盛土による施工性能の

確認等は、中央新幹線の他工区における盛土造成において、すでに実施しており

ます（写真 ４）。 

 

 

写真 ４ 他工区における施工状況 

 

・また、施工時には、色合いや材質など周辺の環境に配慮した仮設物を使用する事

で工事期間中の風致景観への影響をできる限り低減いたします。使用する重機に

ついては、環境への影響をできるだけ低減したものを導入していきます。 

・むやみな伐採等自然への影響を最小限とするよう、希少種情報の共有や環境への

配慮等については作業員への教育を実施してまいります。  
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・工事中は現地に常駐する工事管理者等が施工管理を行い、盛土や排水設備等の状

況を確認するとともに、地震や豪雨等が発生した場合には気象情報、地震情報を

収集のうえで、盛土や排水設備等の状況を速やかに確認します。詳細は「（１０） 

発生土置き場のモニタリング」に記載します。 

 

 ８） 工事完了後の対応 

 ア．発生土置き場の緑化 

・発生土置き場の造成完了後は、土砂流出防止や景観の保全に有効なのり面緑化を

早期に実施します。緑化されるまでの期間においても沈砂池を設置すること等に

より、濁水等の流出防止を図っていきます。 

・通常土の発生土置き場における緑化計画については、「地域生態系の保全に配慮

したのり面緑化工の手引き」（平成２５年１月、国土技術政策総合研究所）などの

資料や、静岡空港建設時の「郷土樹種による緑化」などの静岡県内で過去に実施

された緑化事業を参考に、地権者等との協議を踏まえ、造成地域の表土や造成地

域周辺に生育する在来植物の種子から育苗した苗木による緑化を計画していま

す（写真 ５）。 

・また、造成地域内に自生する稚樹を苗木として活用することも検討していきます。

計画的に整備を進めるために、既に種子の採取や苗木の育成等を開始しており、

ブナやイタヤカエデなどの発芽を確認しています（写真 ６）。 

・なお、要対策土の発生土置き場（藤島発生土置き場）では、二重遮水シートによ

る封じ込め対策を実施することから、苗木による緑化ではなく、草本類による緑

化を検討しています。 

・次頁以降は、通常土の発生土置き場の緑化計画の詳細について記載しています。 
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写真 ５ 現地における種子採取状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ６ 発芽状況 

A) 植樹樹種の選定 

・南アルプスの植生は、大きく落葉広葉樹林と混合林（落葉広葉樹と常緑針葉樹）

に分けられます。落葉広葉樹林では優勢木のブナを中心にミズナラ、イタヤカエ

デ、オオバヤナギ、シデ類などが混在しており、混合林では優勢木のモミ、ツガ、

ブナ、その他にウラジロモミ、ミズナラなどが混在し、混合林を形成しています。

以上の植生を踏まえ、植樹する樹種は下記を予定しています。 

  ・ブナ科（ブナ、ミズナラなど） 

  ・マツ科（ウラジロモミ、ツガ、トウヒなど） 

  ・ヤナギ科（オオバヤナギ、ドロノキ、オノエヤナギなど） 

  ・カエデ科（イタヤカエデ、オオモミジ、チドリノキなど） 

  ・カバノキ科（ウダイカンバ、クマシデなど） 

  ・カツラ科（カツラ） 

ＪＲ社員 

イタヤカエデ発芽状況 ブナ発芽状況 
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 特にツバクロ発生土置き場では、ブナ科、マツ科、ヤナギ科、カエデ科で７割程

度の植樹を計画します。 

 

B) 植樹計画 

・植樹は、春先に１㎡当たり１本の密度で行うことを考えています。植え付け後、

苗木の乾燥対策や、根
ね

鉢
ばち

23と埋戻し土の密着を改善し、苗木の活着を促すための

灌水
かんすい

24を行います。 

・植樹は、発生土置き場の造成がすべて完了してから行うのではなく、のり面造成

が完了した箇所から段階的に行うなどにより、できる限り早期に植生がされ生態

系と環境への影響が低減されるようにします（図 １００）。 

・特にツバクロ発生土置き場における苗木の植樹にあたっては、南アルプスユネス

コエコパークの機能の一つである、学術的研究支援の場として活用できるように

計画していきます。 

・具体的には発生土置き場法面の下段には、ヤナギ科を中心とした河畔林に、中段

はカエデ科やブナ科を中心とした落葉広葉樹林に、上段はマツ科を中心に、ブナ

科が一部混合した常緑針葉樹林となるように区分して、南アルプスの代表的な植

生をコンパクトに集め、南アルプスの植生を学べる場になるよう計画していきま

す（図 １０１）。 

・また、植樹後の学術的研究支援の場としての活用だけではなく、専門家や自治体

と調整を行い、種子の採取や植樹の段階から地域の方に参加していただけるよう

計画し、環境教育の機会を創出していきます。 

・ツバクロ発生土置き場以外の候補地の植樹計画については、発生土置き場造成箇

所と河川との位置関係等を踏まえたうえで、今後、地権者や専門家等とご相談し

ながら検討していきます。 

                                                   
23 根鉢：植物を鉢から抜いた時に出てくる、根と土がひと塊になった部分 
24 灌水：植物に水を与えること 
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図 １００ 段階的な植樹イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図 １０１ ツバクロ発生土置き場における植樹イメージ図 

 

常緑針葉樹林 
マツ科（ウラジロモミ、ツガなど）、 
ブナ科（ブナ、ミズナラなど）、 
他 

落葉広葉樹林 
カエデ科（イタヤカエデ、オオモミジなど）、 
ブナ科（ブナ、ミズナラなど）、 
他 

河畔林 
ヤナギ科（ドロノキ、オオバヤナギ
など）、 
他 

①着手前 ②造成中

④将来形③造成・植樹完了

河川 河川

沈砂池

排水設備

河川

沈砂池

排水設備

河川

沈砂池

排水設備
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C) 苗木の育成 

・苗木育成に必要となる種子は、林道東俣線の沼
ぬま

平
だいら

ゲートより以北で採取していま

す。 

・苗木の育成は静岡市井川地区に整備した圃場
ほじょう

において実施しています（図 １０

２、写真 ７）。 

・育成期間は植樹可能な大きさ（樹高３０㎝程度）になるまでの２～３年間程度を

想定しており、ブナ科やヤナギ科を例にとると育成スケジュールは図 １０３の

ように考えています。 

・発生土置き場の造成工程に合わせて生産量を想定し、１ｍ２当たり１本を基本と

して年間最大１万５千本～２万本程度を考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １０２ 種子採取箇所と圃場の位置関係 

※Google マップに一部加筆 
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写真 ７ 圃場の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １０３ 苗木の育成スケジュール（イメージ） 

 

D) 植生基盤の造成 

・植生基盤の構成は、「植栽基盤整備技術マニュアル」（平成１１年１月、財団法人

日本緑化センター）などを参考に、図 １０４の通りをイメージしていますが、植

ＪＲ社員 
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生基盤の厚さなどは専門家等のご意見や植樹する樹種等により決定していきま

す。 

・植生基盤には、通常の工事では植生マット等の製品が使用されますが、現地に生

息していない植物が含まれてしまう可能性があります。そこで主に現地の表土を

使用し、現況と同じ草類がまず植生する環境を作り、生態系や景観への影響を低

減しつつ、早期緑化により、法面の土砂流出を防止することを考えています。現

地の表土だけでは必要な量を確保できない場合には、専門家や地権者等と相談の

うえで現地の表土以外の基盤材も使用することを考えています。 

・現地の表土は発生土置き場造成前に剥ぎ取り、発生土置き場付近に仮置きし、乾

燥や飛散防止のために適切に養生を行います。 

・植生基盤の表層の乾燥防止・急な温度変化による根の保護等の植物保護や、土砂

の流出防止等を目的に、マルチング材25を１０ｃｍほどの厚さで敷くことを考え

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １０４ 緑化イメージ（断面） 

 

                                                   
25 マルチング材：現地で伐採した樹木の枝や幹を破砕した材料 



１２５ 
 

E) 施工中・施工後の管理 

・獣害による樹木被害が多く発生している地域であるため、その対策として獣害防

止柵（ネット）の設置を行います。数年間に分けての植樹となるので、その都度、

植え終わった場所を囲うように獣害防止柵を設置します。（写真 ８） 

・植樹後の森林が、「B)植樹計画」のイメージとなるよう、間伐などの人為的な管理

を適切に行っていきますが、間伐の頻度や間伐の対象とする樹木については、専

門家等のご意見や将来の生育状況により決定していきます。 

・生育不良が確認された場合は、再度の植樹や、植樹樹種の選定の変更など計画内

容を適宜見直していきます。 

・なお、発生土置き場は将来に亘ってＪＲ東海が責任をもって管理していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ８ 獣害防止柵の設置例（千枚小屋付近） 
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（４）藤島発生土置き場 

 １） 立地計画 

・静岡工区でも要対策土が発生する可能性があることから、発生に備えておく必要

があり、藤島発生土置き場（遮水型）を計画しています。 

・発生土置き場の立地計画は、ツバクロ発生土置き場と同様ですが、藤島発生土置

き場は、土壌汚染対策法で定める土壌溶出量基準を超える重金属等を含んでいる

発生土に対応するための発生土置き場であることを鑑み、発生土置き場の直近下

流部で井戸水等の利水状況がないこと、河川からの高さが十分あり（約２０ｍ）、

増水による影響が極めて小さく、かつ排水管理が十分実施できることを念頭に計

画しています。 

・静岡県中央新幹線環境保全連絡会議において、大井川流域外への搬出等について

ご意見をいただいております。前述の発生土置き場を含む要対策土の取扱い方法

については、Ｐ２０４「（１２） 要対策土の処理について」以降に詳細を記載し

ておりますが、発生する土量を予測した上で、適切な方法を選択する考えです。 

・なお、令和７年５月に施行された「静岡県盛土等による環境の汚染の防止に関す

る条例」（以下、「盛土環境条例」）において要対策土に関する取り扱いが新たに定

められており、引き続き静岡県等と対話してまいります。 

 

 ２） 後背地の検討 

 ア．地形判読図等の作成 

・ツバクロ発生土置き場で検討した後背地の検討と同様に、藤島発生土置き場にお

いても発生土置き場後背地について、不安定な地形部や深層崩壊の懸念がある箇

所がないか、確認を行いました。 

・確認の方法は、ツバクロ発生土置き場と同様に地形表現図（エルザマップ）を作

成することで、後背地の地形をより詳細に表現しました（図 １０５）。 
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図 １０５ エルザマップ（藤島発生土置き場） 

・作成したエルザマップを活用し、崩壊地やガリー（降雨時に出現する水が流れる

形跡）、崩土堆積箇所等について、より詳細な地形判読図を作成し、確認を行いま

した。（図 １０６） 

 
図 １０６ 地形判読図（藤島発生土置き場） 
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 イ．地形地質の評価 

・発生土置き場計画地は、河川に対して攻撃斜面であり、過去に侵食等を経験して

きたことから、安定した強固な地盤であると判断されます。 

・発生土置き場計画地の南北に２本の沢（蛇
へび

塚沢
つかさわ

及び藤島沢）があり、急峻で崩壊

地や地滑り地などが多数分布しています。しかし、２本の沢は、発生土置き場に

接しておらず十分に離れているため、沢からの直接的な影響を受ける可能性は低

いと考えられます。 

・発生土置き場計画地の背後には、東西方向約１，０００ｍ、南北方向約２００ｍ

に渡って、平滑な緩い谷型斜面が形成されています。（図 １０６） 

・末端部には、凸型の崖錐斜面をなした沖積錐状の地形がみられ、過去に土砂流出

していた可能性はありますが、大規模なクラックやガリー等の地形は認められな

いため、古い時代に形成された後は比較的安定していると考えられます。 

・藤島発生土置き場の中間部付近に１つ谷筋があり、谷筋上部にクラック地形と崩

壊堆積面がみられます。しかし、後背地全体としては、平滑な緩い谷型斜面が形

成されていることから、このクラック地形が尾根全体を大規模に崩壊させる可能

性は小さいと考えます。 

・また、斜面の中腹部で確認される傾斜量が小さい線状の部分は、クラックなどで

はなく１９１０～１９２０年代に作られた木馬道（きんまみち=木材搬出路）の

名残と考えられます。 

 

・以上より、発生土置き場計画地の背後斜面での大規模な土砂流出のリスクは低い

と考えています。 
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 ３） 設計の基準 

・設計の基準は、「静岡県林地開発許可審査基準及び一般的事項」、および「基準不

適合土砂等の盛土等の措置に関する要綱（令和４年７月施行）」、「盛土規制法」な

らびに「盛土等防災マニュアル」を踏まえて設計しており、二重遮水シートによ

る封じ込め対策を基本として考えています。 

・「基準不適合土砂等の盛土等の措置に関する要綱」において、生活環境の保全上の

支障を防止するための措置として、「建設工事における自然由来重金属等含有岩

石・土壌への対応マニュアル（２０２３年版）」（以下、国土交通省マニュアル）

に定める措置とされております。国土交通省マニュアルにおいて、二重遮水シー

トによる封じ込めが挙げられています。 

・遮水シートについては、日本遮水工協会による「遮水シートの耐久性について」

によると、「遮水シートを構成する高分子材料は、浸出水や酸性雨、コンクリート

からくるアルカリ水等に対しては、比較的安定で、微生物に対してもその化学的

構造より侵されにくいと考えられている。」とされています。一方で、遮水シート

の特性変化に影響を及ぼす最も大きな因子の一つとして日射量が挙げられてお

り、「遮光マットの確実な管理をすることによって耐久性は大幅にアップするこ

とになる。」とされています。一般的に、日射量に対する耐久性（耐侯安定性）に

ついては、図 １０７のように室内促進暴露試験や屋外暴露試験により評価を行

っております。日本遮水工協会によると、遮水シートは遮光マットを敷設するな

ど適切に管理をした場合、１００年程度は遮水機能を維持できるとされています。

また、環境省によると、遮水シートは、遮光マットを敷設するなど適切に管理し

た場合、１００年程度は遮水機能を維持できると評価されており、加えて、仮に

耐用年数を過ぎてもすぐに機能が低下するわけではないとされています。 

 

 

図 １０７ 遮水シートの性能評価試験状況 
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・二重遮水シートによる封じ込めは全国各地のトンネルや道路工事で発生した要対

策土に対して実施されている実績があります（図 １０８）。中央新幹線に係る工

事においても、他工区で活用している実例があります。 

 

 

 

図 １０８ 遮水シートによる封じ込めの施工事例 

 

・今回の計画では、遮水シートは不織布で挟み込むこと、さらにその上や側面に覆

土を行い確実な遮光を行うことにより、性能に問題が生じることはないと考えて

います。確実な覆土を行うため、覆土の厚みの管理や締固めなど、適切に施工管

理を行います。 

・遮水シートは、日本遮水工協会で定める基準値を満たし、かつ現地の地形を踏ま

え、最適な材質を有するものを選定します。 

 

 ４） 盛土の形状及び地震時の安定性 

・盛土の形状を、図 １０９～図 １１２に示します。約１．７ｈａの面積に約９
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万ｍ３の盛土を造成する計画です。 

・要対策土の周囲には二重遮水シートを敷設し、外部からの流水を遮断する構造

とします。二重遮水シートを敷設した前面と盛土頂部には、通常土により土堰

堤として被覆し、遮水シート材の劣化防止や要対策土の流失防止を図ります。 

・遮水シートの上部を流れる雨水などについては排水設備を経由して沈砂池等へ

集水し、水質を確認のうえで河川等へ流す計画です。 

・排水設備の設計は、ツバクロ発生土置き場と同様に１００年確率の降雨強度

（１８０ｍｍ時程度）に対し、２割程度の排水余裕を持たせて設計を進めてい

ます。 
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図 １０９ 計画平面図 

 

図 １１０ 計画横断図（Ａ－Ａ‘断面のうち盛土部） 
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図 １１１ 計画横断図（Ａ－Ａ‘断面のうち盛土部～大井川） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １１２ 地下排水工等計画図（盛土最下面） 

・要対策土等は、既設の盛土の上に設置する計画としています。既設盛土の設計資

料及び現地を確認し、既設盛土の施工時に整備された排水施設や護岸は現時点で

も残存していることを確認しています（写真 ９）。また、現地盤について、複数

のボーリングによる地質調査により、既設盛土等の性状を確認しました。その結

果、一部で柔らかい層が見つかったため、当該箇所を地盤改良し、要対策土を安

全かつ安定的に盛土できる設計としました。 
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写真 ９ 藤島発生土置き場現地状況 

 

・藤島発生土置き場では、既設盛土を含む範囲をモデル化し、Ｋｈ＝０．２５の設

計水平震度を与え、安定性を確認しました。既設盛土及び地山は既往の地質調査

結果をもとに設定し、盛土の物性値はツバクロと同様の設定としております（表 

１０）。その結果を図 １１３に示します。 

 

表 １０ 盛土材料と現地盤の物性値（藤島） 
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図 １１３ 盛土円弧すべり安定検討（藤島発生土置き場） 



１３６ 
 

 ５） 排水設備 

・表面排水施設の設計は、ツバクロ発生土置き場と同様に１００年確率の降雨強

度（１８０ｍｍ時程度）に対し、２割程度の排水余裕を持たせて設計を行いま

す。また、盛土内排水設備についても、「盛土等防災マニュアル」や「ＮＥＸＣ

Ｏ設計要領」をもとに、条件を確認し設計を行いました。 

・発生土置き場を挟み込むように観測井を設置し、盛土から要対策土に含まれる

自然由来の重金属等が漏出していないか、定期的に観測していく計画です。 

・遮水シートの下面には地下排水工を敷設し、盛土下流側へ設置する浸出水処理

施設へ排水する計画です。浸出水処理施設で集水した水は水質を調査し、必要

な場合は、処理を行ったうえ、「盛土規制法」等に基づく排水基準を満たしてい

ることを確認したうえで、河川へ排水する計画です。 

 

 ６） 浸出水処理と排水管理 

・発生土置き場の盛土は、要対策土を二重遮水シートで封じ込めて、それを覆土す

る構造となります。要対策土と覆土は排水系統が別れており、要対策土の浸出水

は専用の排水設備にて集水します（図 １１４）。 

・浸出水処理施設の処理能力は、全国都市清掃会議の「廃棄物最終処分場整備の計

画・設計・管理要領」に基づき計算した浸出水量を問題なく処理できるように設

計を実施しました（表 １１）。なお、浸出水の処理フローは図 １１５のとおり

計画しています。処理施設については、損傷した際に浸出水が漏出しないよう措

置します。 

・覆土の排水設備については、高さ５ｍごとに小段を設けて盛土していき、小段毎

に小段排水工や集水枡を設置するほか、小段毎に排水工や集水枡を設置のうえ、

排水を沈砂池に集め、降雨時等における濁水の発生自体を抑制していきます。ま

た、盛土内の排水設備について、現地盤に地下排水工を設置します。 

・沈砂池や排水設備は、点検・整備を行うことで、性能を維持するとともに、降雨

時等の排水時における処理状況を定期的に確認します。 

・排水設備で集水した水は水質を調査し、必要な場合は処理を行い、「盛土環境条

例」に定める水質基準を満たしていることを確認したうえで、河川等へ流す計画

です（水質に関する内容は （１０）  ３） 発生土置き場の水質管理 に記載）。 

・工事中から工事完了後の将来に亘って、流す先の河川や観測井（発生土置き場を

挟み込むように設置）においても調査を行い、封じ込め対策が確実に実施されて
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いるか確認をします。特に、工事中及び工事完了直後は調査頻度を増加し、重点

的に調査を行います。 

・また、発生土置き場の排水は、定期的にモニタリングしていきます。  

 

図 １１４ 排水処理計画及び水質観測 
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表 １１ 浸出水処理施設の設計条件 

図 １１５ 浸出水処理フロー 
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 ７） 工事中及び工事完了後の対応 

・ツバクロ発生土置き場同様に、定期的に盛土や排水設備等の状況を確認するとと

もに、盛土の仕上がり厚さ確認や現地盤の段切などの施工管理を行います。地震

や豪雨等が発生した場合には、盛土や排水設備等の状況を速やかに確認します。 

・確認の具体的な内容については、「（１０） 発生土置き場のモニタリング」に記

載します。 

・加えて、遮水シートの劣化状況を確認するため、盛土内に施工時と同じ条件とな

るシートの試験片を設置し、随時遮水シートの性能等を確認することを考えてい

ます。 

・なお、二重遮水シートによる封じ込め対策を実施することから、ツバクロ発生土

置き場のような苗木による緑化ではなく、草本類による緑化を検討しています。 
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（５）剃石発生土置き場 

 １） 立地計画 

・写真 １０に示す剃石発生土置き場については、土砂基準を満たした通常土およ

び改良土により、発生土置き場の造成を行います。改良土の取り扱いについては、

「 ６） 改良土を用いた盛土造成計画」に詳述いたします。 

・発生土置き場候補地は、工事に伴う影響の回避又は低減が図れるよう、過去に伐

採され電力会社が使用した工事ヤード跡地等を選定しました。 

・発生土置き場は、土砂崩壊などが起きないよう地質調査に基づき安定した地盤の

上に発生土を置くことを計画しています。 

・剃石発生土置き場は、静岡県立自然公園条例（以下、自然公園条例）第１９条に

おける特別地域に該当しています。工事期間終了後の最終的な土地の活用につい

ては、緑化等を行うことにより自然公園条例の思想に則り、自然公園の風致維持

に資する設備となるよう、地権者等と引き続き検討を進めております。詳細は

「 ７） 県立自然公園条例を踏まえた対応」に記載いたします。 

写真 １０ 剃石発生土置き場現地状況 

 ２） 後背地の検討 

 ア．地形判読図等の作成 

・ツバクロ発生土置き場や藤島発生土置き場で検討した後背地の検討と同様に、剃

石発生土置き場においても発生土置き場後背地について、不安定な地形部や深層
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崩壊の懸念がある箇所がないか、確認を行いました。 

・確認の方法は、ツバクロ発生土置き場と同様に地形表現図（エルザマップ）を作

成することで、後背地の地形をより詳細に表現しました（図 １１６）。 

  

図 １１６ エルザマップ（剃石発生土置き場） 

 

・作成したエルザマップを活用し、崩壊地やガリー（降雨時に出現する水が流れる

形跡）、崩土堆積箇所等について、より詳細な地形判読図を作成し、確認を行いま

した。（図 １１７） 
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図 １１７ 地形判読図（剃石発生土置き場） 
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 イ．地形地質の評価 

・発生土置き場計画地は、河川に対して滑走斜面であり、河川による堆積物で構成

された地盤であると判断されます。 

・発生土置き場背後に、北西-南東方向約３５０ｍ、北東-南西方向約１００ｍに渡

る小渓流と、その小渓流の西側に、北北西-南南東方向約１５０ｍ、西南西-東南

東方向約１５０ｍに渡る急峻な平行斜面が形成されています。 

・小渓流は、流域内に流路が発達し、渓流出口に小規模な沖積錐が分布しています

が、表流水は確認されませんでした。また、北側尾根部には明瞭な遷急線が認め

られますが、地すべり地形や崩壊地などの不安定地形は認められませんでした。

渓流出口付近に沖積錐が分布しており、斜面からの落石や小崩壊によって供給さ

れた土石が堆積していると推定されます。 

・平行斜面では、背後斜面には崩壊地やクラック地形等の不安定地形は認められな

いため、比較的安定した斜面と考えています。 

・一方、発生土置き場計画地の北に、北西-南東方向水平距離約１５０ｍに渡る急峻

な谷型斜面があります。斜面中上部には北側に隣接する斜面との境界尾根にクラ

ック地形が分布し、頭部に段差地形が認められますが、斜面内にそれ以外の不安

定地形は認められませんでした。 

 

・以上より、発生土置き場計画地の背後斜面での大規模な土砂流出等のリスクは低

いと考えておりますが、地質構造・水資源専門部会委員からは図 １１７に橙色の

楕円で示すように東西方向のリニアメントや、河川の流れの特徴から剃石発生土

置き場の直下に断層が存在する可能性もあるというご意見を頂きました。そこで

盛土の保守管理や地震が発生した後の点検（ｐ１８１）においては、断層を挟む位

置で盛土天端の変化状況を確認するなど、剃石発生土置き場直下の断層の存在を

考慮したうえで、進めてまいります。 

 

 ３） 設計の基準 

・設計の基準は、「静岡県林地開発許可審査基準及び一般的事項」および「盛土規制

法」ならびに「盛土等防災マニュアル」を踏まえ、設計を実施しています。また、

地震時の検討や排水施設の設計では、鉄道や道路など重要インフラの設計基準を

一部で適用して設計しています。 

・また、剃石発生土置き場では、「（２）発生土置き場の計画」で記載したとおり、改
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良土を用いた盛土を行います。建設汚泥の再利用については、「ガイドライン」等

に基づき、検討を進めています。 

 

 ４） 盛土の形状及び安定性、排水設備 

・盛土の概ねの形状について、図 １１８～図 １２０に示します。約１．４ｈａ

の面積に約１５万ｍ３の盛土を造成する計画です。 

・盛土が河川側に崩れないよう、法尻部に擁壁を設置します。 

・林道東俣線から盛土上部の平場へアクセスするための斜路を設置する計画であ

り、取り付け位置等の詳細は静岡市等と検討していきます。 

・表面排水施設の設計は、ツバクロ発生土置き場と同様に１００年確率の降雨強

度（１８０ｍｍ時程度）に対し、２割程度の排水余裕を持たせて設計を行いま

す。また、盛土内排水設備についても、「盛土等防災マニュアル」や「ＮＥＸＣ

Ｏ設計要領」をもとに、条件を確認し設計を行いました。 

・ ３） 設計の基準に基づき、表面排水、地下排水を設置します。

 

図 １１８ 剃石発生土置き場平面図  
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図 １１９ 剃石発生土置き場断面図 

 

図 １２０ 剃石発生土置き場排水計画図  

 

・剃石発生土置き場では、既設盛土を含む範囲をモデル化し、「盛土規制法」に則
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り下記のケースで円弧すべり法による安定計算を実施いたしました。地山の物

性値は既往の地質調査結果をもとに設定し、盛土の物性値はツバクロと同様の

設定としております（表 １２）。 

 

表 １２ 盛土材料と現地盤の物性値（剃石）

 

 

①盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、液状化の可能性が考えられる

地層に過剰間隙水圧26（過剰間隙水圧比27１．０）を設定し、地震時の水平力（設

計水平震度）ｋ＝０とした場合の円弧すべり 

②盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、地震時の水平力（設計水平震

度）ｋ＝０．２５とした場合の円弧すべり 

なお、安全率確保のために盛土内に補強材を敷設する計画です。以上、補強材を考

慮した安定計算の結果を図 １２１に示します。 

                                                   
26 地震時に地層が繰り返しせん断応力を受け、体積変化することにより上昇した、初期の間隙水圧からの増分。 
27 過剰間隙水圧/初期有効応力から求められる。過剰間隙水圧と初期有効応力が等しくなる時、当該箇所で液状

化が発生しているといえる。 
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図 １２１ 盛土円弧すべり安定検討（剃石発生土置き場） 
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 ５） 法尻構造物 

・ 図 １２２のとおり、盛土の開始位置は、河川境界から１０ｍ以上離した位置から

計画しており、河川との離隔を十分に確保しています。さらに大雨等による河川増

水の検討として、ツバクロ発生土置き場と同様に、１００年確率の流量が大井川で

流れた際の水位の流速に耐える構造で計画するとともに、想定される水位に１ｍの

余裕を見込んだ高さまで、法尻構造物を設置する設計としました。 

 

図 １２２ 盛土法尻構造物詳細図 

 

 ６） 改良土を用いた盛土造成計画 

・剃石発生土置き場では、図 １２３のようにトンネル湧水に含まれる細粒分（建設

汚泥）を、濁水処理設備等（各トンネル坑口に設置予定）に介して適切に処理し

ます。生成された建設汚泥は「ガイドライン」等に基づきできる限り再生利用す

る計画です。 

・発生した建設汚泥は「自ら利用」する計画です。「再生利用マニュアル」による

と、建設汚泥の「自ら利用」とは、改良等により廃棄物を適正に利用できる品質

にしたものを排出事業者が自ら使用することを指します。剃石発生土置き場の場

合、排出側工事の元請業者が排出事業者に該当し、工事期間中は資材置場として

利用することを考えております。 

・建設汚泥の改良については、改良剤（六価クロム溶出低減型のセメント系固化材）

を用いて、表 １２に示す物性値と同等以上の性能を発揮するまで改良します。 
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・建設汚泥を改良土（盛土材料）として再生利用することで、産業廃棄物としての

最終処分場への搬出量が削減されます。その結果、市街地へ向かう工事車両台数

を削減することが可能となり、井川地区周辺をはじめとした工事用車両通行ルー

ト沿道における環境負荷の低減が図れます。 

・建設汚泥の運搬は廃掃法に則り、許可を得た者が剃石発生土置き場まで運搬いた

します。また、建設汚泥を剃石発生土置き場内において改良土にするまでの取扱

いは「ガイドライン」「再生利用マニュアル」等に則り、許可権者である静岡市

と調整しております。 

 

図 １２３ トンネル湧水の処理フロー（イメージ） 

 

 ７） 県立自然公園条例を踏まえた対応 

・剃石発生土置き場は静岡県立自然公園条例第１９条における特別地域に該当して

います。また、計画面積が１ヘクタールを超えることから、特に環境への配慮を

検討し、条例申請で必要な「当該行為により得られる自然的及び社会経済的な効

用」等、条例申請に伴う詳細な内容は、地権者や許可権者である静岡市等と引き

続き調整してまいります。 
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 ８） 工事中及び工事完了後の対応 

・排水設備については、発生土置き場（通常土）と同様に、盛土を行う際、一定の

高さごとに小段を設けて盛土していき、小段毎に排水工や集水枡を設置するほか、

縦排水により雨水等が発生土に浸透する前に沈砂池に集め、降雨時等における濁

水の発生自体を抑制していきます。また、盛土内の排水計画について、現地盤に

地下排水工を設置するなど、設計を進めていきます。 

・ツバクロ発生土置き場同様に、定期的に盛土や排水設備等の状況を確認するとと

もに、盛土の仕上がり厚さ確認や現地盤の段切などの施工管理を行います。地震

や豪雨等が発生した場合には、盛土や排水設備等の状況を速やかに確認します。 

・沈砂池や排水設備は、点検・整備を行うことで、性能を維持するとともに、降雨

時等の排水時における処理状況を定期的に確認します。確認の具体的な内容につ

いては、「（１０） 発生土置き場のモニタリング」に記載します。 

・工事中および工事完了後も沈砂池から水を流す河川における水質の測定について、

将来に亘って、実施していきます（水質に関する内容は（１０）  ３） 発生土

置き場の水質管理に記載）。 

・なお、剃石発生土置き場においても、ツバクロ発生土置き場のように、造成地域

の表土や造成地域周辺の在来植物の種子から育成した苗木による緑化を計画し

てまいりますが、詳細については発生土置き場造成箇所と河川との位置関係を踏

まえたうえで、今後、地権者や専門家等とご相談しながら検討していきます。 
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（６） イタドリ発生土置き場 

 １） 立地計画 

・発生土置き場候補地は、工事に伴う影響の回避又は低減が図れるよう、過去に伐

採され電力会社が使用した作業員宿舎跡地等を選定しました。 

・発生土置き場は、土砂崩壊などが起きないよう地質調査に基づき安定した地盤の

上に発生土を置くことを計画しています。 

・イタドリ発生土置き場は、大井川の河川標高よりも約４０ｍ高い所に位置してい

るため、河川の影響を受けにくい場所であると考えています。 

 

 ２） 後背地の検討 

 ア．地形判読図等の作成 

・ツバクロ発生土置き場や藤島発生土置き場で検討した後背地の検討と同様に、イ

タドリ発生土置き場においても発生土置き場後背地について、不安定な地形部や

深層崩壊の懸念がある箇所がないか、確認を行いました。 

・確認の方法は、ツバクロ発生土置き場と同様に地形表現図（エルザマップ）を作

成することで、後背地の地形をより詳細に表現しました（図 １２４）。 

  

 図 １２４ エルザマップ（イタドリ発生土置き場） 

・作成したエルザマップを活用し、崩壊地やガリー（降雨時に出現する水が流れる

形跡）、崩土堆積箇所等について、より詳細な地形判読図を作成し、確認を行いま

した。（図 １２５） 
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図 １２５ 地形判読図（イタドリ発生土置き場） 
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 イ．地形地質の評価 

・発生土置き場計画地の背後には、北西-南東方向約５００ｍ、北東-南西方向約２

００ｍに渡って、平滑な平行斜面が形成されています。（図 １２５） 

・斜面の最上部は４０°前後の急斜面となっています。林道沿いには高さ５ｍ程度

の切土斜面、その背後に高さ３０～５０ｍの位置に遷急線、さらにその背後の斜

面中下部には新期崖錐斜面が分布しています。また、斜面上部には不明瞭ながら

クラック地形が確認されましたが、馬蹄形の谷筋の連続ではなく、斜面勾配が微

妙に変化している程度であり、段差などの変動微地形も認められませんでした。

そのほかに崩壊地等の不安定地形は認められませんでした。 

・発生土置き場計画地の北に水平距離約２，０００ｍに渡る、中上流域から上流に

向かって放射状に広がる形態をした１本の沢があります。中上流域の谷型斜面に

は新期崖錐斜面が広く分布し、崖錐斜面背後には小規模な崩壊地や不明瞭なクラ

ックが認められます。活動的な不安定地形は認められず、下流に分布する沖積錐

も植生が繁茂しているため、比較的安定した斜面と考えています。発生土置き場

は沢筋の南側に形成された段丘上に位置しており、発生土置き場は沢から距離が

離れていて標高差があること、かつ、沢から大井川に向けて一部流路管が敷設さ

れていることから、直接的な影響はほとんど無いと考えています。 

 

・以上より、発生土置き場計画地の背後斜面での大規模な土砂流出等のリスクは低

いと考えています。 

 

 ３） 設計の基準 

・設計の基準は、「静岡県林地開発許可審査基準及び一般的事項」および「盛土規制

法」ならびに「盛土等防災マニュアル」に基づいて設計いたしました。 

 

 ４）  盛土の形状及び安定性 

・盛土の概ねの形状について、図 １２６に示します。約０．５ｈａの面積に約

１．８万ｍ３の盛土を造成する計画です。 

・排水施設の設計は、他の発生土置き場と同様に１００年確率の降雨強度（１８

０ｍｍ/時程度）に対し２割程度の排水余裕を持たせて設計を行いました。  
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・「 ３） 設計の基準」に基づき、表面排水、地下排水を設置しました。詳細は

「 ５） 排水設備」で詳述します。 

 

  

図 １２６ イタドリ発生土置き場 平面図・断面図等 
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・イタドリ発生土置き場では、既設盛土を含む範囲をモデル化し、「盛土規制法」

に則り下記のケースで円弧すべり法に依る安定計算を実施いたしました。地山

の物性値は既往の地質調査結果をもとに設定し、盛土の物性値はツバクロと同

様の設定としております（表 １３）。 

 

表 １３ 盛土材料と現地盤の物性値（イタドリ） 

 

 

①盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、液状化の可能性が考えられる

地層に過剰間隙水圧（過剰間隙水圧比１．０）を設定し、地震時の水平力（設

計水平震度）ｋ＝０とした場合の円弧すべり 

②盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、地震時の水平力（設計水平震

度）ｋ＝０．２５とした場合の円弧すべり 

なお、安全率確保のために地山を一部補強する計画です。以上、補強を考慮した

安定計算の結果を図 １２７に示します。 
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図 １２７ 盛土円弧すべり安定検討（イタドリ発生土置き場） 
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 ５） 排水設備 

・「設計の基準」に基づき、表面排水（小段排水工，のり面排水工，のり肩排水工，

地山接続排水工）、盛土内排水（縦排水工，水平排水工，水平排水層）、地下排水

（雨水排水工、地下排水工、基盤排水層）の計画を図 １２８～図 １２９に示し

ます。 

 

図 １２８ イタドリ発生土置き場 排水設備計画（盛土表面） 
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図 １２９ イタドリ発生土置き場 排水設備計画（盛土内・地下） 

 

・表面排水施設の設計は、ツバクロ発生土置き場と同様に１００年確率の降雨強

度（１８０ｍｍ/時程度）に対し、２割程度の排水余裕を持たせて設計を行いま

した。また、盛土内排水設備についても、「盛土等防災マニュアル」や「ＮＥＸ

ＣＯ設計要領」をもとに、条件を確認し設計を行いました。 

・地下排水及び沈砂池からの放流高さや形状については、施工時に地形や地下水の

浸出状況を確認の上、より周辺環境へ配慮した形を検討してまいります。 

 

 ６） 工事中及び工事完了後の対応 

・排水設備については、発生土置き場（通常土）と同様に、盛土を行う際、一定の

高さごとに小段を設けて盛土していき、小段毎に排水工や集水枡を設置するほか、

縦排水により雨水等が発生土に浸透する前に沈砂池に集め、降雨時等における濁

水の発生自体を抑制していきます。また、盛土内の排水計画について、現地盤に

地下排水工を設置するなど、設計を進めていきます。 

・ツバクロ発生土置き場同様に、定期的に盛土や排水設備等の状況を確認するとと

もに、盛土の仕上がり厚さ確認や現地盤の段切などの施工管理を行います。地震
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や豪雨等が発生した場合には、盛土や排水設備等の状況を速やかに確認します。 

・沈砂池や排水設備は、点検・整備を行うことで、性能を維持するとともに、降雨

時等の排水時における処理状況を定期的に確認します。確認の具体的な内容につ

いては、「（１０） 発生土置き場のモニタリング」に記載します。 

・工事中および工事完了後も沈砂池から水を流す河川における水質の測定について、

将来に亘って、実施していきます（水質に関する内容は「（１０）  ３） 「発

生土置き場の水質管理」に記載）。 

・なお、イタドリ発生土置き場においても、ツバクロ発生土置き場のように、造成

地域の表土や造成地域周辺の在来植物の種子から育成した苗木による緑化を計

画してまいりますが、詳細については発生土置き場造成箇所と河川との位置関係

を踏まえたうえで、今後、地権者や専門家等とご相談しながら検討していきます。 
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（７） 中ノ宿２発生土置き場 

 １） 立地計画 

・発生土置き場候補地は、工事に伴う影響の回避又は低減が図れるよう、過去に伐

採され電力会社が使用した工事ヤード跡地等を選定しました。 

・発生土置き場は、土砂崩壊などが起きないよう地質調査に基づき安定した地盤の

上に発生土を置くことを計画しています。 

・中ノ宿２発生土置き場は、静岡県立自然公園条例第１９条における特別地域に該

当しています。詳細は「 ６） 県立自然公園条例を踏まえた対応」に記載いたし

ます。 

 

 ２） 後背地の検討 

 ア．地形判読図等の作成 

・ツバクロ発生土置き場や藤島発生土置き場で検討した後背地の検討と同様に、中

ノ宿２発生土置き場においても発生土置き場後背地について、不安定な地形部や

深層崩壊の懸念がある箇所がないか、確認を行いました。 

・確認の方法は、ツバクロ発生土置き場と同様に地形表現図（エルザマップ）を作

成することで、後背地の地形をより詳細に表現しました（図 １３０）。 

   

図 １３０ エルザマップ（中ノ宿２発生土置き場） 



１６１ 
 

 

・作成したエルザマップを活用し、崩壊地やガリー（降雨時に出現する水が流れる

形跡）、崩土堆積箇所等について、より詳細な地形判読図を作成し、確認を行いま

した（図 １３１）。 

  

 

 

図 １３１ 地形判読図（中ノ宿２発生土置き場） 
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 イ．地形地質の評価 

・発生土置き場計画地の背後には、東西方向約５００ｍ、南北方向約２５０ｍに渡

って、谷型斜面が形成されています。 

・斜面下部に明瞭な遷急線があり、上方の斜面は平滑な谷型斜面で広く新期崖錐斜

面が広がり、遷急線直上で緩勾配となっていることから、落石堆が分布すると考

えられます。上方の谷型斜面ではクラック地形・地すべり地形・崩壊地等の不安

定地形や流路（ガリー）も認められませんでした。また、表流水も確認されてお

りません。 

 

・以上より、発生土置き場計画地の背後斜面での大規模な土砂流出等のリスクは低

いと考えていますが、地質構造・水資源専門部会委員からは図 １３１に黄色の

楕円で示すように盛土予定箇所の後背地で土砂崩壊が発生し、土砂が林道を超

えて発生土置き場まで達する可能性もあるというご意見を頂きました。そこで

地震が発生した後において、土砂の流入が発生した場合に土砂撤去等の対応を

できるよう、応急復旧体制を構築いたします。 

 

 ３） 設計の基準 

・設計の基準は、「静岡県林地開発許可審査基準及び一般的事項」および「盛土規制

法」ならびに「盛土等防災マニュアル」に基づいて設計していきます。 

 

 ４） 盛土の形状及び安定性 

・盛土の概ねの形状について、図 １３２、図 １３３に示します。約０．８ｈａ

の面積に約３．５万ｍ３の盛土を造成する計画です。 

・排水施設の設計は、他の発生土置き場と同様に１００年確率の降雨強度（１８

０ｍｍ/時程度）に対し２割程度の排水余裕を持たせて設計を行います。  

・「 ３） 設計の基準」に基づき、表面排水、地下排水を設置します。 
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図 １３２ 中ノ宿２発生土置き場 平面図 
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図 １３３ 中ノ宿２発生土置き場 断面図等 

・大雨等による河川増水の検討として、国の大井川水系河川整備基本方針に則り、

１００年確率の流量が大井川で流れた際の河川水位を検討いたしました。その結

果、現況の法尻を超える位置まで水位が到達しないことが確認されたため、追加

の護岸等を設置する事は考えておりません。 

 

・中ノ宿２発生土置き場では、既設盛土を含む範囲をモデル化し、「盛土規制法」

に則り次頁のケースで円弧すべり法に依る安定計算を実施いたしました。地山の

物性値は既往の地質調査結果をもとに設定し、盛土の物性値はツバクロと同様の

設定としております（表 １４）。 
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表 １４ 盛土材料と現地盤の物性値（中ノ宿２） 

 

 

①盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、液状化の可能性が考えられる

地層に過剰間隙水圧（過剰間隙水圧比１．０）を設定し、地震時の水平力（設

計水平震度）ｋ＝０とした場合の円弧すべり 

②盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、地震時の水平力（設計水平震

度）ｋ＝０．２５とした場合の円弧すべり 

なお、安全率確保のために地山を一部補強する計画です。以上、補強を考慮した

安定計算の結果を図 １３４に示します。 
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図 １３４ 盛土円弧すべり安定検討（中ノ宿２発生土置き場） 
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 ５） 排水設備 

・「設計の基準」に基づき、表面排水（小段排水工，のり面排水工，のり肩排水工，

地山接続排水工）、盛土内排水（縦排水工，水平排水工，水平排水層）、地下排水

（雨水排水工、地下排水工、基盤排水層）の計画を図 １３５～図 １３６に示し

ます。 

 

図 １３５ 中ノ宿２発生土置き場 排水設備計画（盛土表面） 
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図 １３６ 中ノ宿２発生土置き場 排水設備計画（盛土内・地下） 

 

・表面排水施設の設計は、ツバクロ発生土置き場と同様に１００年確率の降雨強

度（１８０ｍｍ/時程度）に対し、２割程度の排水余裕を持たせて設計を行いま

す。また、盛土内排水設備についても、「盛土等防災マニュアル」や「ＮＥＸＣ

Ｏ設計要領」をもとに、条件を確認し設計を行いました。 

・地下排水及び沈砂池からの放流高さや形状については、施工時に地形や地下水の

浸出状況を確認の上、より周辺環境へ配慮した形を検討してまいります。 

 

 ６） 県立自然公園条例を踏まえた対応 

 ・中ノ宿２発生土置き場は静岡県立自然公園条例第１９条における特別地域に該当

しています。工事期間終了後の最終的な土地の活用については、緑化等を行うこと

により静岡県立自然公園条例の思想に則り、自然公園の風致維持に資する設備と

なるよう、地権者等と引き続き検討を進めております。環境への配慮を検討し、許

可権者である静岡市と調整しております。 
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 ７） 工事中及び工事完了後の対応 

・排水設備については、発生土置き場（通常土）と同様に、盛土を行う際、一定の

高さごとに小段を設けて盛土していき、小段毎に排水工や集水枡を設置するほか、

縦排水により雨水等が発生土に浸透する前に沈砂池に集め、降雨時等における濁

水の発生自体を抑制していきます。また、盛土内の排水計画について、現地盤に

地下排水工を設置するなど、設計を進めていきます。 

・ツバクロ発生土置き場同様に、定期的に盛土や排水設備等の状況を確認するとと

もに、盛土の仕上がり厚さ確認や現地盤の段切などの施工管理を行います。地震

や豪雨等が発生した場合には、盛土や排水設備等の状況を速やかに確認します。 

・沈砂池や排水設備は、点検・整備を行うことで、性能を維持するとともに、降雨

時等の排水時における処理状況を定期的に確認します。確認の具体的な内容につ

いては、「（１０） 発生土置き場のモニタリング」に記載します。 

・工事中および工事完了後も沈砂池から水を流す河川における水質の測定について、

将来に亘って、実施していきます（水質に関する内容は「（１０）  ３） 発生

土置き場の水質管理」に記載）。 

・なお、中ノ宿２発生土置き場においても、ツバクロ発生土置き場のように、造成

地域の表土や造成地域周辺の在来植物の種子から育成した苗木による緑化を計

画してまいりますが、詳細については発生土置き場造成箇所と河川との位置関係

を踏まえたうえで、今後、地権者や専門家等とご相談しながら検討していきます。 
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（８） 中ノ宿３発生土置き場 

 １） 立地計画 

・発生土置き場候補地は、工事に伴う影響の回避又は低減が図れるよう、過去に伐

採され電力会社が使用した資材置き場等の跡地を選定しました。 

・発生土置き場は、土砂崩壊などが起きないよう地質調査に基づき安定した地盤の

上に発生土を置くことを計画しています。 

・中ノ宿３発生土置き場は、静岡県立自然公園条例第１９条における特別地域に該

当しています。詳細は「 ７） 県立自然公園条例を踏まえた対応」に記載いたし

ます。 

 

 ２） 後背地の検討 

 ア．地形判読図等の作成 

・ツバクロ発生土置き場や藤島発生土置き場で検討した後背地の検討と同様に、中

ノ宿３発生土置き場においても発生土置き場後背地について、不安定な地形部や

深層崩壊の懸念がある箇所がないか、確認を行いました。 

・確認の方法は、ツバクロ発生土置き場と同様に地形表現図（エルザマップ）を作

成することで、後背地の地形をより詳細に表現しました（図 １３７）。 

    

図 １３７ エルザマップ（中ノ宿３発生土置き場） 

・作成したエルザマップを活用し、崩壊地やガリー（降雨時に出現する水が流れる

形跡）、崩土堆積箇所等について、より詳細な地形判読図を作成し、確認を行いま
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した（図 １３８）。 

 

図 １３８ 地形判読図（中ノ宿３発生土置き場） 
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 イ．地形地質の評価 

・発生土置き場計画地は、河川に対して滑走斜面であり、河川による堆積物で構成

された地盤であると判断されます。 

・発生土置き場計画地の背後には、東西方向約５００ｍ、南北方向約２５０ｍに渡

って、谷型斜面が形成されています（図 １３８）。 

・斜面中央部には流路(ガリー)が認められますが、表流水は確認されておりません。

斜面には凹凸があり、斜面中部には不明瞭ながら複数のクラック地形が認められ、

斜面南端部には小規模の地すべり地形も認められます。いずれも段差等の変位地

形は認められない事から、比較的安定していると考えられます。 

 

・以上より、発生土置き場計画地の背後斜面での大規模な土砂流出等のリスクは低

いと考えていますが、地質構造・水資源専門部会委員からは図 １３８に黄色の楕

円で示すように盛土予定箇所の後背地で土砂崩壊が発生し、土砂が林道を超えて

発生土置き場まで達する可能性もあるというご意見を頂きました。そこで地震が

発生した後の点検（ｐ１８１）において、土砂流入が発生した場合に土砂撤去等

の対応できるよう、応急復旧体制を構築いたします。 

 

 ３） 設計の基準 

・設計の基準は、「静岡県林地開発許可審査基準及び一般的事項」および「盛土規制

法」ならびに「盛土等防災マニュアル」に基づいて設計していきます。 

 

 ４） 盛土の形状及び安定性 

・盛土の概ねの形状について、図 １３９、図 １４０に示します。約１．７ｈａ

の面積に約１５万ｍ３の盛土を造成する計画です。 

・排水施設の設計は、他の発生土置き場と同様に１００年確率の降雨強度（１８

０ｍｍ/時程度）に対し２割程度の排水余裕を持たせて設計を行います。  

・「 ３） 設計の基準」に基づき、表面排水、地下排水を設置します。 
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図 １３９ 中ノ宿３発生土置き場 平面図 

 

図 １４０ 中ノ宿３発生土置き場 断面図等 
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・中ノ宿３発生土置き場では、既設盛土を含む範囲をモデル化し、「盛土規制法」

に則り下記のケースで円弧すべり法に依る安定計算を実施いたしました。地山

の物性値は既往の地質調査結果をもとに設定し、盛土の物性値はツバクロと同

様の設定としております（表 １５）。 

 

表 １５ 盛土材料と現地盤の物性値（中ノ宿３） 

 

 

①盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、液状化の可能性が考えられる

地層に過剰間隙水圧（過剰間隙水圧比１．０）を設定し、地震時の水平力（設

計水平震度）ｋ＝０とした場合の円弧すべり 

②盛土の高さの３分の１の高さに静水圧を設定し、地震時の水平力（設計水平震

度）ｋ＝０．２５とした場合の円弧すべり 

なお、安全率確保のために地山を一部補強する計画です。以上、補強を考慮した

安定計算の結果を図 １４１に示します。 



１７５ 
 

  

図 １４１ 盛土円弧すべり安定検討（中ノ宿３発生土置き場） 
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 ５） 排水設備 

・「設計の基準」に基づき、表面排水（小段排水工，のり面排水工，のり肩排水工，

地山接続排水工）、盛土内排水（縦排水工，水平排水工，水平排水層）、地下排水

（雨水排水工、地下排水工、基盤排水層）の計画を図 １４２～図 １４３に示し

ます。 

 

図 １４２ 中ノ宿３発生土置き場 排水設備計画（盛土表面） 
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図 １４３ 中ノ宿３発生土置き場 排水設備計画（盛土内・地下） 

 

・表面排水施設の設計は、ツバクロ発生土置き場と同様に１００年確率の降雨強

度（１８０ｍｍ/時程度）に対し、２割程度の排水余裕を持たせて設計を行いま

す。また、盛土内排水設備についても、「盛土等防災マニュアル」や「ＮＥＸＣ

Ｏ設計要領」をもとに、条件を確認し設計を行いました。 

・地下排水及び沈砂池からの放流高さや形状については、施工時に地形や地下水の

浸出状況を確認の上、より周辺環境へ配慮した形を検討してまいります。 

 

 ６） 法尻構造物 

・中ノ宿３発生土置き場は、大雨等による河川増水の検討として、国の大井川水系

河川整備基本方針に則り、１００年確率の流量が大井川で流れた際に盛土法面ま

で河川水位が到達する可能性があることから、想定される水位に１ｍの余裕を見

込んだ高さ（小段１段分）まで、護岸等により法尻を防護することを検討いたし
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ました。構造は、類似の事例や既設の構造物を参考に、１００年確率の流量が大

井川で流れた際の水位の流速に耐える構造（ファブリフォーム）で計画しており

ます（図 １４４）。 

 

図 １４４ ファブリフォーム施工イメージ 

 

 ７） 県立自然公園条例を踏まえた対応 

 ・中ノ宿３発生土置き場は静岡県立自然公園条例第１９条における特別地域に該

当しています。工事期間終了後の最終的な土地の活用については、緑化等を行

うことにより静岡県立自然公園条例の思想に則り、自然公園の風致維持に資す

る設備となるよう、地権者等と引き続き検討を進めております。また、剃石発

生土置き場同様、計画面積が１ヘクタールを超えることから、特に環境への配

慮を検討し、条例申請で必要な「当該行為により得られる自然的及び社会経済

的な効用」等条例申請に伴う詳細な内容については、地権者等や許可権者であ

る静岡市と調整してまいります。 
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 ８） 工事中及び工事完了後の対応 

・排水設備については、発生土置き場（通常土）と同様に、盛土を行う際、一定の

高さごとに小段を設けて盛土していき、小段毎に排水工や集水枡を設置するほか、

縦排水により雨水等が発生土に浸透する前に沈砂池に集め、降雨時等における濁

水の発生自体を抑制していきます。また、盛土内の排水計画について、現地盤に

地下排水工を設置するなど、設計を進めていきます。 

・ツバクロ発生土置き場同様に、定期的に盛土や排水設備等の状況を確認するとと

もに、盛土の仕上がり厚さ確認や現地盤の段切などの施工管理を行います。地震

や豪雨等が発生した場合には、盛土や排水設備等の状況を速やかに確認します。 

・沈砂池や排水設備は、点検・整備を行うことで、性能を維持するとともに、降雨

時等の排水時における処理状況を定期的に確認します。確認の具体的な内容につ

いては、「（１０）  ８） 発生土置き場のモニタリング」に記載します。 

・工事中および工事完了後も沈砂池から水を流す河川における水質の測定について、

将来に亘って、実施していきます（水質に関する内容は「（１０）  ３） 発生

土置き場の水質管理」に記載）。 

・なお、中ノ宿３発生土置き場においても、ツバクロ発生土置き場のように、造成

地域の表土や造成地域周辺の在来植物の種子から育成した苗木による緑化を計

画してまいりますが、詳細については発生土置き場造成箇所と河川との位置関係

を踏まえたうえで、今後、地権者や専門家等とご相談しながら検討していきます。 
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（９） リスクマトリクス・リスクマップを用いたリスクの分析・評価・対策の検討 

・発生土置き場に関わるリスクについて、整地中、盛土工事中および、盛土工事完了

後の各段階を想定し、リスクマトリクスおよびリスクマップを用いた分析・評価・

対策の検討を以下の流れで進めてまいります。 

 

 ・内閣官房の「行政機構図」や文部科学省の「学科系統分類表」に記載されている

情報などを参考に、発生土置き場に関わるステークホルダーの抽出を行います。

ステークホルダーの抽出にあたっては、職業、居住・生活の場所などのほか、年

代の違いについても考慮します。 

・発生土置き場の建設をきっかけ（トリガー）として、リスク（被害）につながる

どのような要素（インパクト・エレメント）が発生し、その結果どのようなリス

ク（被害）が引き起こされるかを各ステークホルダー（事業者及び県庁などの公

共団体は除く）ごとに想定し、リスクストーリーとしてまとめます。 

・リスクストーリーで想定した各リスクを整地中、盛土工事中および、盛土工事完

了後の各段階ごとに区分し、そのリスクを検知・評価するためのモニタリングや

リスクの回避・低減を図るための対策（カウンタ―）を検討して、リスクマトリ

クスに整理します。モニタリングや対策については、若年層に向けた SNS の活用

など、ステークホルダーの属性にも配慮して検討します。 

・リスクマトリクスで整理した情報を、リスクの大きさ・頻度に関する情報を加え

て、リスクマップに整理します。具体的には、大きさを縦軸、頻度を横軸にした

平面に各リスクをプロットし、対策を講じることによって大きさ・頻度がどのよ

うに変化するかを示します（対策により、マップの原点に向かうことになります）。 

 

・現時点で検討しているリスクマトリクスを別紙４に、リスクマップを別紙５にお示

しします。引続き、専門家のご意見を踏まえて改善を図ります。 

 

・また、リスクマトリクス、リスクマップについては整地中、盛土工事中および、盛

土工事完了後の各段階におけるモニタリングの結果や、段階毎のステークホルダー

の変化、年数の経過によるステークホルダーの価値観の変化など、その時々の様々

な変化を踏まえて随時見直しを行い、リスク対策の改善に反映してまいります。 
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（１０） 発生土置き場のモニタリング 

 １） 工事中のモニタリング 

・工事中は現地に常駐する工事管理者等が施工管理を行い、盛土や排水設備等の状

況を確認するとともに、地震や豪雨等が発生した場合には気象情報、地震情報を

収集のうえで、盛土や排水設備等の状況を速やかに確認します。 

・ツバクロ発生土置き場については、特に盛土の規模が大きいことから、施工段階

から地下水位計や間隙水圧計等を設置して、降雨時等の盛土内の変化を確認する

とともに、盛土の変状についても変位計等により異常がないかどうか確認してい

きます。 

・確認の具体的な内容については、今後、他工区の事例などを参考に、表 １６を基

本として現場の状況に応じて柔軟に点検頻度を定めるなど、発生土置き場の管理

計画を策定します。 

・点検の結果、崩壊等の異常を確認した際には、速やかに静岡県、静岡市および利

水者等に報告し、崩壊土砂の撤去、のり面保護等の安全確保に必要な応急措置を

実施します。 

表 １６ 工事中の異常時確認の具体的な内容（中央新幹線の他工区の例） 

項目 実施内容 

大雨 

（時雨量 30mm 以上） 

・作業を中止し、巡回点検（のり面、排水箇所等）を実

施する。 

・異常を発見した場合、異常時連絡系統図に従い、関係

各所に連絡する。 

・安全確保に必要な措置を実施する。 

地震（震度 4以上） ・巡回点検（のり面、構造物等）を実施する。 

・異常を発見した場合、異常時連絡系統図に従い、関係

各所に連絡する。 

・安全確保に必要な措置を実施する。 

 

・工事中、沈砂池から水を流す河川における水質の測定を実施していきます（水質

に関する内容は「 ３） 発生土置き場の水質管理」に記載）。 

・想定を超える自然災害等が発生し、発生土置き場の安定性に影響を及ぼすリスク

に対しては、設備状況の確認として、１年に２回程度定期的に盛土や排水設備、

沈砂池等の状況を確認するとともに、地震や豪雨等が発生した場合には、現地に

常駐する工事管理者等が盛土や排水設備等の状況を速やかに確認します。また、
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地震の際には対岸の斜面の状況についても、ドローン等による調査などを行って

確認します。 

 点検の結果、崩壊を確認した際には、速やかに静岡県、静岡市や利水者等に報告

し、応急対策を実施します。 

・また、発生土置き場の下流の地点で水質等の測定箇所を追加し、濁水による影響

を確認します。河川の他の部分における濁りが時間とともに解消していく中で、

当該地点及びその下流について濁りが解消されない場合、静岡県、静岡市や利水

者等にご相談のうえで原因となる底泥の除去等を実施します。 

・また、ツバクロ発生土置き場においては、Ｐ４６、Ｐ５５に記載のとおり、大井

川の対岸斜面が地震または豪雨により崩壊し、ツバクロ発生土置き場の存在によ

り影響が拡大する可能性があるため、対岸斜面の変化状況を定期的に確認いたし

ます。対岸斜面の人力による調査や測量は地形を考慮すると困難であることから、

ツバクロ発生土置き場からの定点観測及びドローン等を用いた写真、映像による

定期的な確認を考えております。 

・工事の際の仮設物については、材質、色合いなどに配置し、周辺環境との調和に

努めます。また、設置状況についても点検を行います。 

・ダンプトラックによる土砂の運搬にあたり、タイヤの洗浄、路面の散水などを行

い、粉じんの防止を図ります。 

・工事用車両の走行状況や環境に関わる教育指導事項の順守状況について、確認を

行い、必要に応じて指導を実施します。 

 

 ２） 工事完了後のモニタリング 

・工事完了後においても、定期的に盛土や排水設備等の状況を確認のうえ、適時適

切に清掃するとともに、地震や豪雨等が発生した場合には、盛土や排水設備等の

状況を速やかに確認します。また、地震の際には対岸の斜面の状況についても、

ドローン等による調査等を行って確認します。 

・確認の具体的な内容については、今後、他工区の事例などを参考に、表 １７を基

本として発生土置き場の管理計画を定めるとともに、工事中の実績を踏まえて柔

軟に点検頻度を定めます。 
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表 １７ 工事完了後の点検等の具体的な内容案 

項目 実施内容 
点検 盛土全体 目視点検 

開水路 目視点検、堆積物の状況を確認し、必要により清掃 
地下排水管 目視点検、カメラ等を用いた点検 
調整池 目視点検、堆積物の状況を確認し、必要により清掃 
土留め擁壁 目視点検 
樹木等の植生 生育状況確認 
対岸斜面 
（地震時・豪雨時） 

目視・ドローン等による点検 

観測 盛土内地下水位 観測井 
盛土の変形 変位を計測 
降雨量 雨量を計測 

・工事完了後も沈砂池から水を流す河川における水質の測定について、将来に亘っ

て、実施していきます（水質に関する内容は「 ３） 発生土置き場の水質管理」

に記載）。 

・また、発生土置き場の排水管理は、工事中を含め、定期的にモニタリングしてい

きます。 

・排水機能の低下がみられる場合は追加の水抜きボーリングを行うことによって排

水機能を確保し、豪雨時の地下水位の上昇を抑制します。 

・ツバクロ発生土置き場の安定性が損なわれないように、定期的に近傍の大井川の

河床高さを確認します。継続した河床上昇が見られる場合は、河川管理者へ河床

の浚渫等に関する協議を行います。 

・藤島発生土置き場については、上記の内容に加えて、遮水シートの劣化状況を確

認するため、盛土内に施工時と同じ条件となるシートの試験片を設置し、随時遮

水シートの性能等を確認することを考えています。 

 

・想定を超える自然災害等が発生し、発生土置き場の安定性に影響を及ぼすリスク

に対しては、設備状況の確認として、定期的に盛土や排水設備、沈砂池等の状況

を確認するとともに、地震や豪雨等が発生した場合には、盛土や排水設備等の状

況を速やかに確認します。また、地震の際には対岸の斜面の状況についても、ド

ローン等による調査などを行って確認します。点検の結果、崩壊を確認した際に

は、速やかに静岡県、静岡市等に報告し、復旧を行います。復旧に向けては、周

辺環境の変化による影響への対応も考慮のうえで、予め近隣へ資機材を配備する
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等、必要な準備を行います。 

・ここまでご説明した内容をもとに、現在検討している発生土置き場へのモニタリン

グ計画を別紙６のとおりまとめました。 
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 ３） 発生土置き場の水質管理 

 ① 工事中の対応 

(放流前の水質管理の基準) 

・河川へ放流する水については、「盛土環境条例」に定める水質基準のうち、自

然由来の重金属等については、表 １８に示す基準を満たしていることを確認の

うえで放流します（写真 １１）。 

・なお、通常土は発生土の自然由来の重金属等の試験の結果、「盛土環境条例」

に定める土砂溶出量基準を満たしたものであり、この土砂溶出量基準は水質基

準と同値となっていることから、発生土置き場（通常土）から水質基準を超過

する水が排出される可能性は小さいと考えています。 

 

表 １８ 「盛土環境条例」に定める水質基準（自然由来の重金属等） 

項目 水質基準 
（参考） 

土砂溶出量基準※１ 

（参考） 

土砂含有量基準※２ 

カドミウム 0.003 ㎎/L 以下 0.003 ㎎/L 以下 45mg/kg 以下 

六価クロム 0.05 ㎎/L 以下 0.05 ㎎/L 以下 250mg/kg 以下 

水銀 0.0005 ㎎/L 以下 0.0005 ㎎/L 以下 15mg/kg 以下 

セレン 0.01 ㎎/L 以下 0.01 ㎎/L 以下 150mg/kg 以下 

鉛 0.01 ㎎/L 以下 0.01 ㎎/L 以下 150mg/kg 以下 

ひ素 0.01 ㎎/L 以下 0.01 ㎎/L 以下 150mg/kg 以下 

ふっ素 0.8 ㎎/L 以下 0.8 ㎎/L 以下 4,000mg/kg 以下 

ほう素 1.0 ㎎/L 以下 1.0 ㎎/L 以下 4,000mg/kg 以下 

※１：「盛土環境条例」に定める「土石に水を加えた場合に溶出する物質の量に関する基準」 

※２：「盛土環境条例」に定める「土石に含まれる物質の量に関する基準」 

 

 

 

 

 

 

 

写真 １１ 放流する水の水質の確認 
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(放流前の水質の測定項目、測定頻度) 

・「盛土環境条例」では、盛土等区域外に排出される水の調査は、条例に定める

水質基準の物質の種類について、盛土等に着手した日以降６ヶ月ごとに行うこ

ととされています。 

・河川へ放流する水の水質の測定地点、項目、頻度については、「盛土環境条

例」の規程に基づき表 １９のとおり考えています。 

・これに加えて、当社の自主的な取組みとして、ＳＳ、ｐＨ、電気伝導度（Ｅ

Ｃ）、水量についても表 ２０のとおり測定していきます。 

・水質汚濁防止法等に基づく排水基準として、大井川水域ではｐＨは５．８以上

８．６以下が定められております。発生土置き場から河川へ放流する水の水質

の具体的な管理値については、上記の排水基準のほか、発生土置き場からの排

水量なども考慮のうえ、検討を進めてまいります。ＳＳについては、前述のと

おり発生土置き場からの排水は降雨によってのみ生じると考えており、また雨

天時は河川も濁る傾向であることから、沈砂池から放流される排水の濁度が工

事ヤード（千石・椹島）付近で常時計測している河川の濁度以下であることを

確認してまいります。ＥＣについては基準等が存在しないことから、工事の進

捗に伴う変化を監視してまいります。 

・ｐＨが管理値を超えた場合や、河川濁度が低下したにもかかわらず沈砂池から

の放流水濁度が低下しない場合には、まず河川への放流を止めて沈砂池にて貯

留するとともに、ろ過マットの敷設など沈砂池の濁りを改善させるための対策

や浚渫、中和処理等を実施します。 

・その後の改善状況を確認しつつ、関係機関と協議のうえで必要により施設の増強

を検討いたします。また、放流先河川の下流側においても同項目の測定を行うよ

うにいたします。 
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表 １９ 【工事中】放流前の水質の測定地点・測定項目・測定頻度 

（通常土の発生土置き場）：「盛土環境条例」に基づく対応 

測定地点 測定項目 測定頻度 

沈砂池等の

流末箇所 

クロロエチレン、四塩化炭素、１,2－ジクロロエ

タン、1,1－ジクロロエチレン、1,2－ジクロロエ

チレン、1,3－ジクロロプロペン、ジクロロメタ

ン、テトラクロロエチレン、1,1,1－トリクロロ

エタン、1,1,2－トリクロロエタン、トリクロロ

エチレン、ベンゼン、カドミウム及びその化合

物、六価クロム化合物、シアン化合物、水銀及び

その化合物、セレン及びその化合物、鉛及びその

化合物、ひ素及びその化合物、ふっ素及びその化

合物、ほう素及びその化合物、シマジン、チオベ

ンカルブ、チウラム、ポリ塩化ビフェニル、有機

りん化合物、1,4-ジオキサン、ダイオキシン類 

盛土等に着手した日

以降６ヶ月ごとに１

回 

 

表 ２０ 【工事中】放流前の水質の測定地点・測定項目・測定頻度 

（通常土の発生土置き場）：当社の自主的な取組 

測定地点 測定項目 測定頻度 

沈砂池等の流末箇所 
ＳＳ、ｐＨ、ＥＣ、自然由来

の重金属等、水量 

SS：作業を実施する日は毎日 1 回※ 

それ以外：月 1 回 

 

 

(放流先の河川における水質の確認) 

・当社の自主的な取組みとして、放流先河川においても、水質の計測を実施し、

放流先河川の状況も継続的に確認します。 

・放流先河川における水質の測定項目、頻度、地点については、表 ２１および図 

１４５のとおり計画しています。 

 

表 ２１ 【工事前・工事中】放流先の河川における測定項目・測定頻度・測定地点

（通常土の発生土置き場）：当社の自主的な取組 

測定項目 測定頻度 測定地点 

ＳＳ、ｐＨ、ＥＣ、自然

由来の重金属等、流

量 

・工事前：月１回 

・工事中：月１回 

・工事前：排水放流箇所の下流地点※ 

・工事中：排水放流箇所の上流・下流 

地点※ 

 ※：測定地点については、今後、地域の皆さまへ具体的な場所をお示しながら対話をしていきます。 

※：発生土置き場からの排水は雨天時に限られるため、作業を開始する当初は作業実施日に毎日計測するこ

ととし、その後天候の変化に伴う排水の変化の状況を確認し、頻度を検討します。 
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図 １４５ 放流先河川の水質の測定地点（発生土置き場） 

 

(放流先の河川における動植物の確認) 

・工事中も表 ２２、図 １４６のとおり、継続して動植物の調査を実施します。 

・調査の結果、動植物の状況に変化が確認される場合は速やかに静岡県および専

門家に報告し、盛土工事に起因すると考えられる場合には、必要な措置を実施

します。 

・また、新たな生息環境の創出にあたり必要となるモニタリングについても、専

門家の意見を伺いながら進めてまいります。 
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表 ２２ 河川の動植物調査概要（排水の放流先河川の確認） 

 

調査項目 調査手法 

魚類の生息状況 
標識再捕獲法による採集（電気シ

ョッカー、釣り、投網等） 

底生動物の生息状況 定量調査（コドラート法等） 

生息環境 

流況（川幅、水深、 

流速等）、周辺植生 
ドローン（ＵＡＶ）写真測量など 

水温・水質（ｐＨ、 

ＤＯ、ＳＳ1）） 

「水質汚濁に係る環境について」

（昭和４６年環境庁告示第５９

号）に定める測定方法に準拠 
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図 １４６ 河川の動植物調査地点 

 

 ② 工事完了後の対応 

・発生土置き場の造成完了後は、土砂流出防止に有効なのり面緑化を実施します（発

生土置き場の緑化計画は、「（５）８）ア.発生土置き場の緑化」参照）。緑化され

るまでの期間においても沈砂池を設置することにより、濁水の発生を抑制してい
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きます。 

・「盛土環境条例」では、盛土等区域外に排出される水の調査は、条例に定める水

質基準の物質の種類について、盛土等を完了した後遅滞なく行うこととされてい

ます。 

・河川へ放流する水の水質の測定地点、項目、頻度については、「盛土環境条例」

の規程に基づき表 ２３のとおり考えています。 

・これに加えて、当社の自主的な取組みとして、表 ２４のとおり河川へ放流する水

の水質の測定を行っていきます。 

・また、当社の自主的な取組みとして、表 ２５のとおり放流先河川の水質の測定

も継続的に実施します。 

・水質汚濁防止法等に基づく排水基準として、大井川水域ではｐＨは５．８以上

８．６以下、発生土置き場から河川へ放流する水の水質の具体的な管理値につ

いては、工事中と同様に上記の排水基準のほか、発生土置き場からの排水量な

ども考慮の上、検討を進めてまいります。ＳＳについては、前述のとおり発生

土置き場からの排水は降雨によってのみ生じると考えており、また雨天時は河

川も濁る傾向であることから、沈砂池から放流される排水の濁度が工事ヤード

（千石・椹島）付近で常時計測している河川の濁度以下であることを確認して

まいります。ＥＣについては基準等が存在しないことから、工事の進捗に伴う

変化を監視してまいります。 

・ｐＨが管理値を超えた場合や、河川濁度が低下したにもかかわらず沈砂池から

の放流水濁度が低下しない場合には、まず河川への放流を止めて沈砂池にて貯

留するとともに、ろ過マットの敷設など沈砂池の濁りを改善させるための対策

や浚渫等、中和処理等を実施します。 

・その後の改善状況を確認しつつ、関係機関と協議のうえで必要により施設の増

強を検討いたします。また、放流先河川の下流側においても同項目の測定を行

うようにいたします。 

・将来の測定頻度や測定期間については、測定結果や地域の皆さまからのご意見

を踏まえて検討を行います。 
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表 ２３ 【工事完了後】放流前の測定地点・測定項目・測定頻度 

（通常土の発生土置き場）：「盛土環境条例」に基づく対応 

測定地点 測定項目 測定頻度 

沈砂池等の

流末箇所 

クロロエチレン、四塩化炭素、１,2－ジクロロエ

タン、1,1－ジクロロエチレン、1,2－ジクロロエ

チレン、1,3－ジクロロプロペン、ジクロロメタ

ン、テトラクロロエチレン、1,1,1－トリクロロ

エタン、1,1,2－トリクロロエタン、トリクロロ

エチレン、ベンゼン、カドミウム及びその化合

物、六価クロム化合物、シアン化合物、水銀及び

その化合物、セレン及びその化合物、鉛及びその

化合物、ひ素及びその化合物、ふっ素及びその化

合物、ほう素及びその化合物、シマジン、チオベ

ンカルブ、チウラム、ポリ塩化ビフェニル、有機

りん化合物、1,4-ジオキサン、ダイオキシン類 

１回（盛土等を完了

した後遅滞なく） 

 

 

 
表 ２４ 【工事完了後】放流前の水質の測定地点・測定項目・測定頻度 

（通常土の発生土置き場）：当社の自主的な取組 

測定地点 測定項目 測定頻度 

沈砂池等の流末箇所 
ＳＳ、ｐＨ、ＥＣ、自然由来

の重金属等、水量 
月 1 回※ 

※：測定は、工事に伴う影響が収まり測定値の変動が一定の周期に収まる期間まで実施することを考えていま

す。また、変動が収束した後も、工事完了後の盛土の点検と併せて定期的な確認を実施いたします。 
 

 

表 ２５ 【工事完了後】放流先河川における測定項目・測定頻度・ 

測定期間・測定地点（通常土の発生土置き場）：当社の自主的な取組み 

測定項目 測定頻度 測定期間 測定地点 

ＳＳ、ｐＨ、ＥＣ、自然由来

の重金属等、流量 
月１回※１ 

将来に亘って、継続

して計測を実施※１ 

排水放流箇所の上流・下

流地点※２ 

※１：将来の測定頻度や測定期間については、測定結果や地域の皆さまからのご意見を踏まえて検討を行いま

す。 

※２：測定地点については、今後、地域の皆さまへ具体的な場所をお示しながら対話をしていきます。 
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(放流先の河川における動植物の確認) 

・工事完了後も表 ２６、図 １４７のとおり、継続して動植物の調査を実施しま

す。 

・将来の測定頻度や測定期間については、測定結果等を踏まえて検討します。 

・調査の結果、動植物の状況に変化が確認される場合は速やかに静岡県および専

門家に報告し、盛土工事に起因すると考えられる場合には、必要な措置を実施

します。 

・また、新たな生息環境の創出にあたり必要となるモニタリングについても、専

門家の意見を伺いながら進めてまいります。 

 

表 ２６ 河川の動植物調査概要（排水の放流先河川の確認） 

 

 

調査項目 調査手法 

魚類の生息状況 
標識再捕獲法による採集（電気シ

ョッカー、釣り、投網等） 

底生動物の生息状況 定量調査（コドラート法等） 

生息環境 

流況（川幅、水深、 

流速等）、周辺植生 
ドローン（ＵＡＶ）写真測量など 

水温・水質（ｐＨ、 

ＤＯ、ＳＳ1）） 

「水質汚濁に係る環境について」

（昭和４６年環境庁告示第５９

号）に定める測定方法に準拠 

 

工事前

水生生物詳細調査

頻度

土01

土02

土03

土04

土05

三季（春季、夏季、秋季）藤島

中ノ宿２・３

剃石

地点

時期

項目

ツバクロ

イタドリ
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図 １４７ 河川の動植物調査地点 
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（１１） 発生土置き場の景観について 

 １） 景観に関する予測・評価の経緯 

・発生土置き場に係る景観への影響については、平成 26 年 8 月に作成した「中央新

幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価書【静岡県】」（以下「評価書」という。）

において、予測・評価しています。 

・評価書では、表 ２７のとおり静岡県知事より環境の保全の見地からの意見を受け、

資料編において、フォトモンタージュ法を用いた予測を行っています。 

 

表 ２７ 静岡県知事からの意見と事業者の見解（抜粋） 

 

中央新幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価書【静岡県】（平成 26 年 8 月） 

 

 

 

 

静岡県知事からの意見 事業者の見解 

７ 景観 

(1) 発生土置き場７箇所のうち最北部の扇沢源頭部の

周辺は、蝙蝠岳への登山ルートから富士山方向を眺望し

た際に視界に入るおそれがある。また、燕沢など他の６

箇所は、大井川沿いに設置予定のため、林道東俣線から

大井川方向を眺望した際に視界に入るおそれがある。 

このため、当該地域が南アルプスエコパークの登録を

目指す地域であることを踏まえ、富士山はもとより大井

川、周囲の森林、吊橋や稜線等を南アルプスの景観資源

として捉えるとともに、林道東俣線沿線及び登山道であ

る中の宿吊橋を眺望点と捉え、工事中の景観をフォトモ

ンタージュを用いて予測・評価すること。 

また、非常口についてもフォトモンタージュを用いて

予測・評価すること。 

フォトモンタージュの結果により、発生土置き場の存

在が、南アルプスの景観を始めとする観光資源としての

価値を損なうことのないよう、発生土置き場の構造・形

態について、関係機関と協議を行い、環境保全措置を講

ずること。 

 

工事中の景観については、南アルプスの地域特性を踏

まえ、環境影響評価項目とし、発生土置き場についても

予測評価対象としました。 

予測においては「国土交通省令の参考手法」をはじめ、

「道路環境影響評価の技術手法（財団法人 道路環境研

究所）」といった環境影響評価に関する文献で紹介されて

いる手法や、他の環境影響評価事例を参考に、主要な眺

望点及び景観資源と工事施工ヤード及び工事用道路の設

置区域を重ね合わせ、図上解析することにより、改変の

位置及び程度を把握しており、評価書に用いた予測手法

は適切であると考えています。 

しかしながら、当該地域がエコパークの登録を目指す

地域であること、また、発生土置き場が将来にわたって

存続すると考えられることから、参考として、扇沢、燕沢

及び中ノ宿吊橋付近の発生土置き場を眺望した場合の工

事完了後の景観をフォトモンタージュ法を用いて予測

し、結果を資料編に記載しました。 

鉄道施設（非常口（山岳部））が存在する区域に主要な

眺望点及び景観資源は存在しないこと、また、景観資源

と鉄道施設（非常口（山岳部））を同時に視認できる主要

な眺望点はないことから、主要な眺望景観の変化はあり

ません。したがって、鉄道施設（非常口（山岳部））の存

在による主要な眺望点及び景観資源への影響はないと予

測しました。 

発生土置き場については、早期緑化に努めるほか、擁

壁などの構造物が必要な場合には配色を考慮するなど景

観に配慮します。構造・形態などの設計については関係

機関にご説明する予定です。 

また、工事期間中についても、登山道に面している場

合などのフェンスの設置やサインの配色などを検討し、

景観に配慮してまいります。 
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・この度、静岡県との対話の一環として、評価書における発生土置き場の景観にかか

る予測・評価について、改めて県の委員にご説明し、ご意見を踏まえて、次のとお

り、改めてわかりやすく記載しました。 

 

 ２） ツバクロ発生土置き場 

・ツバクロ発生土置き場は、評価書において図 １４８に示す地点 02（二軒小屋北吊

り橋から千枚岳方面に向かう登山ルート上）からの眺望景観について、フォトモン

タージュ法により予測しています。 

 

図 １４８ 眺望点と発生土置き場の位置関係 

 

・発生土置き場は中景（距離約２ｋｍ）に介在する盛土として視認されますが、山並

み等のスカイラインを切断しておらず、のり面等の緑化植栽を行うことで、周囲の

山林に溶け込んだ景観になると予測しています（図 １４９）。 
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現況 

 

完成後のイメージ 

 

図 １４９ 眺望景観の変化の予測結果（ツバクロ発生土置き場） 

発生土置き場 
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 ３） 中ノ宿２発生土置き場 

・中ノ宿２発生土置き場は、評価書において図 １５０に示す地点 04（中ノ宿吊橋か

ら所ノ沢越方面への登山ルート）からの眺望景観について、フォトモンタージュ法

により予測しています。 

 
図 １５０ 眺望点と発生土置き場の位置関係 

 

・眺望点である中ノ宿吊橋から近景（距離約１００ｍ）として視認されますが、盛土

の規模は高さ２０ｍ、面積は約０．８ｈａでありスカイラインの切断はなく、緑化

についてはのり面造成が完了した箇所から段階的に行うことで早期に実施するこ

ととしているため、周囲の山林に溶け込んだ景観になると予測しています（図 １

５１、図 １５２）。 
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現況 

 

図 １５１ 眺望景観の変化の予測結果（中ノ宿２・工事前） 
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完成直後のイメージ 

 

完成後のイメージ 

 

図 １５２ 眺望景観の変化の予測結果（中ノ宿２・工事後） 
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 ４） 中ノ宿３発生土置き場 

・中ノ宿３発生土置き場は、評価書において図 １５３に示す地点 05（中ノ宿吊橋か

ら所ノ沢越方面に向かう登山ルート）からの眺望景観について、フォトモンタージ

ュ法により予測しています。 

 
図 １５３ 眺望点と発生土置き場の位置関係 

 

・眺望点である中ノ宿吊橋から近景（距離約２００ｍ）として視認されますが、山並

み等のスカイラインを切断しておらず、のり面等の緑化植栽を行うことで、周囲の

山林に溶け込んだ景観になると予測しています（図 １５４）。 
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現況 

 

完成後のイメージ 

 

図 １５４ 眺望景観の変化の予測結果（中ノ宿３） 

発生土置き場 
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 ５） その他の発生土置き場（藤島、剃石、イタドリ） 

・その他発生土置き場（藤島、剃石、イタドリ）ではフォトモンタージュ法による

予測は実施していませんが、発生土置き場が林道から見下ろす位置にあり、スカ

イラインを切断するものではないため、問題はないと考えています。 

 

 ６） 発生土置き場における景観への配慮事項 

・発生土置き場における景観への配慮事項として以下の内容を実施します。 

・緑化については、木本の植栽だけでなく、埋土種子を含む表土をのり面に施工する

ことで、埋土種子を活用した草本植生の早期回復を図ります。なお、藤島発生土置

き場おいては、前述のとおり草本類による緑化を検討しています。 

・工事中の景観対策としては、フェンスや仮囲いにアースカラーを採用します。 

・工事後のモニタリングとしては、盛土の点検時に景観の観点からも植生の生育状況

を確認することとし、その頻度は盛土点検に合わせて実施します。 
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（１２） 要対策土の処理について 

 １） 要対策土について 

・トンネル発生土は、地質の性質等によって一部の発生土に自然由来重金属等含有土

及び酸性土（以下、要対策土）が含まれている場合があります。 

・自然由来の重金属等（以下、重金属等）とは、自然界に含まれる元素であり、食品

や温泉水などに比較的多く含まれています。これらの重金属等は、全ての動植物に

微量に存在している物質であり、その存在自体は人間が生命を維持するうえで必要

な元素となります（建設工事で発生する自然由来重金属等含有土対応ハンドブックより）。 

 
・重金属等の多くは人間が生命を維持するうえで必要な元素ですが、摂取量によって

は人体に健康被害を及ぼすこともあります。一般的に生体内に取り込まれると、体

外への排出が遅く特定の組織に蓄積しやすい性質を持っていますが、人体は代謝・

排泄機能を有しているので、許容範囲内の摂取であれば体内に蓄積されることはあ

りません。そのため、重金属等には土壌汚染対策法で土壌溶出量基準（以下、基準

値）が定められています。 

・トンネル掘削による発生土は土壌汚染対策法の対象外ですが、「建設工事における

自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュアル（2023 年版）」（以下、国交

省マニュアル）等の内容を踏まえ、発生土に含まれる重金属等（カドミウム、六価

クロム、水銀、セレン、鉛、砒素、ふっ素、ほう素）及び酸性水の可能性について、

１回／日※を基本に短期溶出試験、酸性化可能性試験を実施します。 
 ※１日１回を基本とするが、先行して掘削する先進坑部の調査結果が基準値未満であった項目は、本線トンネル部の当該岩相

における調査頻度を発生土 5,000m3 に対し１回を下回らない頻度とする。  
 

・短期溶出試験の結果、基準値を超える重金属等を含んでいる発生土を自然由来重金

属等含有土と評価します。 

・酸性土とは、黄鉄鉱など、硫化鉱物が含まれているもので、空気と水に触れること

で長期にわたり酸性水を発生させるものを指します。酸性化可能性試験により、長

期的な酸性化の可能性があると判明した発生土、又は、短期溶出試験の検液の pH

試験により、基準不適合の酸性を示す発生土を酸性土と評価します。 
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 ２） 要対策土の取扱いに関する基本的な考え方 

・南アルプス地域の基盤地質は四万十層群の主に粘板岩、砂岩および砂岩粘板岩互層

（混在岩を含む）から構成され、山梨県から長野県にかけて、類似の地質が継続す

るものと想定されます。なお、大井川沿いには畑薙山断層が北北東－南南西方向に

走り、椹島付近より北では大井川の左岸側斜面、南では右岸側斜面を通ります。四

万十層群は畑薙山断層を境に東側が大井川帯、西側が白根帯に区分されます。 

・要対策土の発生は前述の地質による影響が大きいと考えられますが、南アルプスト

ンネル静岡工区においては、土被りが非常に大きく事前のボーリング調査が難しい

ため詳細な地質を連続的に把握することは困難であり、さらに、要対策土は地質だ

けではなく断層等の要因にも左右されることから、要対策土量の予測は不確実性が

高いですが、要対策土の発生に備えるために、これまでに得られた情報を整理し、

一定の前提を置いたうえで、要対策土量を予測いたしました。 
 
＜参考＞要対策土量想定の考え方について  

①：静岡工区の各トンネルにおける想定地質縦断図（地表踏査等より作成：図 １５

５）を活用して地質ごとの掘削延長を集計 

②：隣接工区（南アルプストンネル山梨工区）の広河原先進坑等におけるこれまで

の要対策土発生実績から、要対策土発生箇所における地質と照らし合わせ、ど

のような地質で要対策土が発生しやすいかの傾向を確認 

例）砂岩・粘板岩互層では基準値を超過する砒素及び酸性土が含まれるリスク

が中程度の傾向 

 ③：②の傾向を①に照らし合わせ、静岡工区の要対策土発生量を想定 
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図 １５５ 静岡工区付近の想定地質縦断図 
 
・この結果、予測される要対策土の発生量は、約５万～約７万 m3（内訳は後述）と

なりました。 

・但し、前提は一定の仮定を置いたものであることを踏まえると、実際に発生する要

対策土量は予測した要対策土量と大きく異なる可能性があります。 

・基準値を超過する可能性のある重金属等の種類としては、隣接工区の実績から砒素、

ふっ素、セレンが考えられます。また、「静岡県盛土等による環境の汚染の防止に関

する条例」（以下、盛土環境条例）における基準不適合土石に該当しない、酸性土に

ついても発生が見込まれます。これらの予測量は表 ２８のとおりです。 

表 ２８ 静岡工区における要対策土の予測量 

 砒素 ふっ素 セレン 酸性土 

予測量 
約２万 

～約４万 m3 
数千 m3 数千 m3 約３万 m3 

・また、予想される要対策土の超過項目ごとの濃度について、表 ２９に示す隣接工

区の実績から、静岡工区についても同傾向と考えられ、土壌汚染対策法における第

二溶出量基準※を下回る可能性が高いと考えられます。 

 ※第二溶出量基準：土壌汚染対策法において、埋立処理施設で受け入れるための基準。第二溶出量基準を超過する場合は、不

溶化処理等により第二溶出量基準に適合させた上で埋立処理する必要がある。 
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表 ２９ 隣接工区における短期溶出試験結果の最大値（単位 mg/L） 

 砒素 ふっ素 セレン 

隣接工区の実績の最大値 0.190 4.10 0.013 

土壌溶出量基準 0.01 0.8 0.01 

第二溶出量基準 0.3 24 0.3 

・この要対策土の取扱いについては、主に「盛土環境条例に基づく処理方法」、「その

他の処理方法」が考えられ、各方法を整理すると表 ３０のとおりとなります（次項

にてそれぞれの検討結果を記載します）。また、各方法によるトンネル発生土の流

れは図 １５６のとおりとなります。 

表 ３０ 要対策土の取扱いの方法 

方法 内容 

盛
土
環
境
条
例
に
基
づ
く
処
理
方
法 

生活環境保

全措置を講

じ た 盛 土

【ア】※１ 

現地で盛土を行います。工法については以下の３つがあります。 

・二重遮水工 

国交省マニュアルに基づき、二重の遮水シートなどにより封じ

込めを行う工法です。 

・吸着層工 

自然由来重金属等含有土の盛土基礎に重金属等吸着層を敷設す

ることにより、重金属等が地下に浸透することを防止する工法

です。 

・不溶化処理 

自然由来重金属等含有土に重金属等の溶出を低減させるための

材料を添加混合する方法です。 

汚染土壌処

理施設とし

ての埋立処

理施設を設

置し行う埋

立【イ】※２ 

・二重遮水工 

現地に土壌汚染対策法に規定する汚染土壌処理施設としての埋

立処理施設を設置し埋立てる方法です。構造は【ア】に記載の

二重遮水工と同様です。 

そ
の
他
の
処
理
方
法 

オンサイト

処理（無害

化）【ウ】※３ 

・磁力選別処理、洗浄分級処理 

要対策土に含まれる重金属等の成分を要対策土から分離させ、

基準値以下に抑えることが可能となる方法です。これらの処理

が可能な設備を現地に設置し、要対策土を無害化し、基準適合

土として活用します。 

処分場への

搬 出 処 理

【エ】 

区域外に存在する処分場に搬出し、処理を行います。 

※１ 盛土環境条例第８条第３項に基づき知事が適切と認める生活環境保全措置を講じた盛土 
※２ 盛土環境条例第８条第２項に基づき汚染土壌処理施設としての埋立処理施設を設置し行う埋立 
※３ 第８回地質構造・水資源部会専門部会等でご意見いただいた方法 
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図 １５６ 各処理方法におけるトンネル発生土の流れ 

 

 ３） 生活環境保全措置を講じた盛土【ア】 

・現地での盛土は、二重遮水工や吸着層工など重金属等の溶出を防止するための対

策を講じます。また、現地での盛土の立地は、直近下流部で井戸水等の利水状況

がないこと、河川からの高さが十分あり、増水による影響が極めて小さく、かつ

排水管理が十分実施できることを念頭に計画しています。 

・工事現場から近い場所に盛土の場所を確保できた場合、発生土の運搬に伴う騒音・

振動・大気質等への影響は小さくなります。 

・一方で、現地での盛土により対応可能な要対策土量は、現地での盛土の設計容量

に依存します。 
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・詳細については、Ｐ１２６「（４）藤島発生土置き場」に記載しております。 

 

○二重遮水工 

・二重遮水工は、雨水・地下水の浸透、および滲出水の発生を防止するために、二

重の遮水シートなどにより封じ込めを行う対策です。二重の遮水構造は廃棄物最

終処分場の遮水構造の構造基準に基づいたものであり、汚染土壌への対策として

は、二重の遮水シートや「粘性土（ベントナイト混合土など）＋遮水シート」の

構造が適用されることが比較的多いです。 

・封じ込め内部に水が浸入すると周辺に重金属等が拡散するリスクがあるため、封

じ込めを行った盛土の上面やその周辺には、降雨・表流水の浸透を抑制する構造

を持ち、封じ込め層の保護を兼ねた覆い（覆土や舗装など）を施工します。 

・二重遮水工は全ての項目の自然由来重金属等含有土、酸性土に対応することがで

きます。 

・国交省マニュアルでは、人家や飲用井戸まで汚染地下水が到達するリスクに対し

て、信頼性の高い対策工とされています。 

 

出典：国交省マニュアルより一部抜粋 

図 １５７ 二重の遮水工による封じ込めの模式図 

 

○吸着層工 

・吸着層工は要対策土による盛土の底面に、砂質土などの母材に吸着資材を混合し

て築造する吸着層を敷設し、盛土滲出水が吸着層内を通過する際に重金属等が除

去される仕組みの対策工です。そのため、降雨時も含めて地下水位より常に高い

位置に築造する必要があります。 

・吸着資材については、不溶化工と同様に様々な種類が開発されていますが、要対

策土の性質との兼ね合いで十分な吸着効果が発揮できない場合もあることから、
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要対策土の酸性化可能性の確認のほか、実際に発生する土を用いた事前の試験に

よって適用性を確認する必要があります。 

出典：国交省マニュアルより一部抜粋 

図 １５８ 吸着層工の模式図 

○不溶化処理 

・不溶化処理は要対策土に重金属等や酸性水の溶出を低減させるための材料を混合添

加する対策です。不溶化処理した要対策土盛土に覆土または舗装を施しますが、不

溶化処理工は遮水工封じ込めとは異なり、地盤変位の影響を受けにくいという特徴

があります。 

・盛土等に不溶化工を適用する場合、対策工の効果は要対策土の性質との兼ね合いや

施工場所の条件に依存し、添加量や混合条件によっては十分な不溶化効果が得られ

ずに再溶出する可能性があります。そのため、実際に発生する土を用いた事前の試

験によって適用性を確認することが重要です。 

出典：国交省マニュアルより一部抜粋 

図 １５９ 不溶化処理の模式図 

 ４） 汚染土壌処理施設としての埋立処理施設を設置し行う埋立【イ】 

・土壌汚染対策法で定める汚染土壌処理施設としての埋立処理施設を設置し、埋立

を行うためには汚染土壌処理業の許可を受ける必要があります。 
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・構造は、「３）生活環境保全措置を講じた盛土【ア】」に記載した二重遮水工と同

様です。 

・トンネル掘削による発生土は土壌汚染対策法の対象外ですが、仮に汚染土壌処理

施設としての埋立処理施設を設置し、トンネル発生土の埋立を行う場合には、土

壌汚染対策法に基づく許可が必要となります。この汚染土壌処理業の許可にあた

っての手続きについて、静岡市においては、産業廃棄物処理施設の手続きを準用

する部分が多くあり、供用開始までに長期間を要することが見込まれます。 

 

 ５） オンサイト処理【ウ】 

・オンサイト処理の方法には、熱処理、洗浄分級処理、化学処理、生物処理、抽出

処理、磁力選別処理等があります。また、不溶化処理も技術的な観点からはオン

サイト処理に含まれます。 

・オンサイト処理による方法は、発生する要対策土量や要対策土の種類が把握でき

ている場合は効率的に処理を行えます。また、工事現場から近い場所にオンサイ

ト処理施設を確保できた場合、運搬に伴う騒音・振動・大気質等への影響が小さ

いです。 

・一方で、オンサイト処理施設設置のための用地が確保できない場合には、新たな

土地の改変が必要となります。また、要対策土の発生状況次第では、オンサイト

処理を行う前に仮置きを行う必要があり、仮置き場のための土地の確保、または

新たな土地の改変が必要となる場合があります。 

○磁力選別処理、洗浄分級処理 

・オンサイト処理の方法のうち、要対策土に含まれる重金属等を要対策土から分離

させ、基準値以下に抑えることが可能な方法は磁力選別処理、洗浄分級処理であ

るため、それぞれの方法について検討いたしました。 
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出典：株式会社ダイセキ環境ソリューションＨＰより一部抜粋 

図 １６０ 磁力選別処理、洗浄分級処理施設の事例 

・磁力選別処理は、要対策土に鉄粉等を混合し、重金属等を鉄粉へ吸着させた後、

磁力選別し、浄化土と重金属等を含む濃縮土に分離する方法です（図 １６１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：株式会社ダイセキ環境ソリューションＨＰより一部抜粋 

図 １６１ 磁力選別処理の浄化方法 

・処理会社へのヒアリングの結果、磁力選別処理では重金属等のうち、ほう素と水

銀は、通常環境下での選別処理が難しいことを確認いたしました。さらに、水銀

においては試験にて浄化処理した実績は確認できましたが、現地で浄化処理した

実績は無く、要対策土の地質性状や含有する重金属の濃度により浄化処理ができ

ない可能性があるため、当工事で発生する現地対策土で試験を行い適用の可否を

確認する必要があります。また、酸性土についても浄化処理ができません。 

・洗浄分級処理は、要対策土に含まれる重金属等を水洗浄により水中へ抽出し、  

浄化土と重金属等を含む細粒分に分離する浄化方法です（図 １６２）。 
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出典：株式会社ダイセキ環境ソリューションＨＰより一部抜粋 

図 １６２ 洗浄分級処理の浄化方法 

・処理会社へのヒアリングの結果、洗浄分級処理も磁力選別処理同様に、ほう素と

水銀は通常環境下での浄化処理が難しいことを確認いたしました。さらにほう素

と水銀においては、現地での浄化処理した実績が少なく、要対策土の地質性状や

含有する重金属の濃度により浄化処理ができない可能性があるため、当工事で発

生する現地要対策土で試験を行い適用の可否を確認する必要があります。また、

酸性土についても浄化処理ができません。 

・また、洗浄に必要な水量を確保する必要があり、一般的に処理数量の３倍の水を

必要とします。 

・なお、磁力選別処理や洗浄分級処理については、浄化処理後に残留していた重金

属等が溶出する可能性を否定できないため、実際に発生する土を用いた事前の試

験によって確認する必要があります。 

 

 ６） 処分場への搬出処理【エ】 

・要対策土を搬出処理する場合、静岡県内で受入可能な施設では受入条件に制約が

あり難しく、近県の大規模な汚染土壌処理施設へ搬出する必要があります。 

・搬出処理は、要対策土量が少ない場合であれば、土量に応じて随時対応すること

が出来るという特徴があります。 

・一方、要対策土量が多い場合には、処分場の確保・搬出に時間を要することにな

ります。この場合、搬出までの仮置き場として新たな土地の確保、または新たな

土地の改変が必要となる可能性があるほか、処分場への搬出のための工事用車両

が増加し、騒音・振動・大気質等への影響が大きくなります。 


